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        公布された規則のあらまし         

 

◇鳥取県税条例施行規則の一部を改正する規則 

１ 規則の改正理由 

(１) 地方税法の一部が改正され、森林環境税が創設されたこと等に伴い、所要の改正を行う。 

 (２) 身体障害者等の利用に専ら供すると認められる自動車等に係る自動車税種別割の納税者の利便性向上を

図るため、課税免除申請書等の提出期限を延長する。 

 (３) 地方自治法施行令の一部が改正され、指定公金事務取扱者制度が創設されることに伴い、所要の改正を

行う。 

２ 規則の概要 

(１) 市町村長が森林環境税の課税状況等を知事に報告する様式を定める等所要の規定の整備を行う。 

(２) 普通徴収する身体障害者等の利用に専ら供するための構造と認められる自動車等に係る自動車税種別割

の課税免除の申請書等の提出期限を、自動車税種別割の納期限（現行 納期限前７日）までとする。 

(３) 県税の収納の事務を委託することができる基準を定める規定を削る。 

(４) その他所要の規定の整備を行う。 

(５) 施行期日等 

ア 施行期日は、令和６年４月１日とする。ただし、次に掲げる事項は、それぞれに定める日とする。 

 (ア) (２)に関する事項及び(４)に関する事項の一部 公布の日 

 (イ) (４)に関する事項の一部 令和７年１月１日 

 (ウ) (１)に関する事項の一部 令和７年４月１日 

イ 所要の経過措置を講ずる。 

 

◇鳥取県営鳥取空港管理規則の一部を改正する規則 

１ 規則の改正理由 

  鳥取県営鳥取空港の設置及び管理に関する条例の一部が改正され、空港機能施設事業に対する規制が定めら

れたこと等に伴い、所要の改正を行う。 

２ 改正案の概要 

(１) 空港機能施設事業を行う者の指定に係る申請書の様式等を定める。 

(２) 心身の故障により空港機能施設事業を適正に行うことができない者は、精神の機能の障害により空港機

能施設事業を適正に行うに当たって必要な認知、判断及び意思疎通を適切に行うことができない者とする。 

(３) 指定空港機能施設事業者が行う区分経理の方法は、空港機能施設事業とその他の事業の双方に関連する

収入及び費用について、その性質又は目的に従って区分する等の適正な基準により行うものとする。 

(４) その他所要の規定の整備を行う。 

(５) 施行期日は、令和６年４月１日とする。 

 

◇鳥取県労働委員会事務局組織規則の一部を改正する規則 

１ 規則の改正理由 

  業務を円滑かつ効率的に進めるため、鳥取県労働委員会事務局（以下「事務局」という。）の内部組織を改

める。 

２ 規則の概要 

(１) 審査調整課を廃止し、総務・審査担当及び調整・個別紛争解決支援担当を事務局の内部組織とする。 

(２) その他所要の規定の整備を行う。 

(３) 施行期日等 

ア 施行期日は、令和６年４月１日とする。 

イ 鳥取県予算規則について、所要の規定の整備を行う。 
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◇鳥取県行政組織規則等の一部を改正する規則 

１ 規則の改正理由 

人口減少社会対策及び中山間における課題解決に向けた体制整備のほか、新たな行政課題に対応するため、

県の行政組織を改めるとともに、新たな職を設置する等所要の改正を行う。 

２ 規則の概要 

(１) 行政組織規則の一部改正 

ア 輝く鳥取創造本部にとっとり暮らし推進局を設置するとともに、若者Ｕターン・定住戦略本部事務局

長を置く。 

イ とっとり暮らし推進局に人口減少社会対策課及び協働参画課を、中山間・地域振興局に中山間・地域

振興課及び交通政策課を設置する。 

ウ 地域社会振興部スポーツ振興局ねんりんピック・関西ワールドマスターズゲームズ推進課を廃止し、

同部にねんりんピックはばたけ鳥取2024実施本部事務局及び美術館を設置するとともに美術館整備監を置

く。 

エ 福祉保健部感染症対策局並びに総合調整課及び感染症対策課を廃止する。 

オ 生活環境部に犯罪被害者総合サポートセンターを設置する。 

カ 内部組織、所掌事務及び附属機関について所要の規定の整備を行う。 

(２) 鳥取県庁舎管理規則の一部改正 

  八頭庁舎の庁舎管理者は東部地域振興事務所長を充てることとする。（現行 八頭県土整備事務所長） 

(３) 職員の職の設置に関する規則の一部改正 

 ア 職員の職に大阪・関西万博鳥取県魅力発信強化戦略会議事務局長、美術館整備監及び若者Ｕターン・定

住戦略本部事務局長を加える。 

 イ その他所要の規定の整備を行う。 

(４) 鳥取県物品事務取扱規則の一部改正 

  労働委員会事務局の物品出納員に充てる者の職名を改める。 

(５) 鳥取県事務処理権限規則の一部改正 

  課内室長及び課長の定義について、所要の規定の整備を行う。 

(６) 日本の国籍を有しない者を任用することができない職の範囲を定める規則の一部改正 

 ア 公の意思の形成への参画に携わる職に局内に課が置かれない局に置かれる副局長を加える。 

 イ その他所要の規定の整備を行う。 

(７) 施行期日等 

ア 施行期日は、令和６年４月１日とする。 

イ 関係する規則について、所要の規定の整備を行う。 

 

◇議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例施行規則及び職員の退職手当の支給に関する規

則の一部を改正する規則 

１ 規則の改正理由 

困難な問題を抱える女性への支援に関する法律が制定され、売春防止法に規定する補導処分が廃止されたこ

とに伴い、所要の改正を行う。 

２ 規則の概要 

(１) 議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例施行規則の一部改正 

休業補償を行わない場合を定めた規定中、売春防止法の規定により婦人補導院に収容されている場合を削

る。 

(２) 職員の退職手当の支給に関する規則の一部改正 
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 ア 職員の退職手当に関する条例第15条第10項第２号に規定する規則で定める就職が困難な者を定めた規定

中、売春防止法の規定により保護観察に付された者を削る。 

 イ その他所要の規定の整備を行う。 

(３) 施行期日は、公布の日とする(２)イに関する事項を除き、令和６年４月１日とする。 

 

◇とっとり県民の日条例第４条の使用料等を定める規則の一部を改正する規則 

１ 規則の改正理由 

とっとり県民の日にふさわしい行事の実施の促進を図るため利用料金を徴収しない施設を加えるとともに、

都市公園条例の一部改正に伴う所要の改正を行う。 

２ 規則の概要 

(１) とっとり県民の日等において利用料金を徴収しない施設に鳥取県立布勢総合運動公園の投てき場及び鳥

取県立東郷湖羽合臨海公園の南谷多目的広場を加える。 

(２) 新たに指定管理者に行わせることができることとされた都市公園の占用の許可等に係る利用料金につい

て、知事が許可を行う場合の使用料と同様に徴収しないものとする。 

(３) その他所要の規定の整備を行う。 

(４) 施行期日は、令和６年４月１日とする。 

 

◇鳥取県個人情報の保護に関する法律等施行規則の一部を改正する規則 

１ 規則の改正理由 

郵便物の代金引換に係る特殊取扱料の改定に伴い、受益と負担の公平の確保を図るため、保有個人情報が記

録されている文書等の写しの送付に係る手数料の減免の額を見直す。 

２ 規則の概要 

(１) 代金引換以外の方法で写しを送付する場合において手数料の額から減じる額を350円（現行 330円）

に改める。 

(２) 施行期日等 

ア 施行期日は、令和６年４月１日とする。 

イ 所要の経過措置を講ずる。 

 

◇鳥取県立むきばんだ史跡公園管理規則の一部を改正する規則 

１ 規則の改正理由 

  鳥取県立むきばんだ史跡公園の設置及び管理に関する条例の一部が改正され、指定管理者に行わせる業務の

範囲が拡大されることに伴い、所要の改正を行う。 

２ 規則の概要 

(１) 鳥取県立むきばんだ史跡公園（以下「史跡公園」という。）の利用許可の申請は、指定管理者の定める

申請書を指定管理者に提出してしなければならないこととする。 

(２) 史跡公園の施設設備又は展示物その他の資料を毀損し、又は汚損した者は、直ちにその旨を指定管理者

に届け出て、その指示を受けなければならないこととする。 

(３) 規則に定めるもののほか、史跡公園の管理に関し必要な事項は、指定管理者が定めることとする。 

(４) その他所要の規定の整備を行う。 

(５) 施行期日は、令和６年４月１日とする。 
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規 則 

鳥取県立美術館の設置等に関する条例の施行期日を定める規則をここに公布する。 

  令和６年３月29日 

鳥取県知事 平  井  伸  治   

鳥取県規則第８号 

鳥取県立美術館の設置等に関する条例の施行期日を定める規則 

 

鳥取県立美術館の設置等に関する条例（令和元年鳥取県条例第５号）の施行期日は令和７年３月30日とし、同

条例附則第１項第２号に掲げる規定の施行期日は令和６年４月１日とする。 
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鳥取県税条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和６年３月29日 

鳥取県知事 平 井 伸 治   

鳥取県規則第９号 

鳥取県税条例施行規則の一部を改正する規則 

 

第１条 鳥取県税条例施行規則（昭和35年鳥取県規則第40号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

 

目次 

第１章 総則 

第１節 通則（第１条―第４条の２） 

第２節 略 

第２章・第３章 略 

附則 

 

目次 

第１章 総則 

第１節 通則（第１条―第４条の３） 

第２節 略 

第２章・第３章 略 

附則 

 

 （県税の収納の事務を委託することができる基準） 

第４条の３ 地方自治法施行令（昭和22年政令第16

号。第14条の２第１項において「施行令」とい

う。）第158条の２第１項に規定する規則で定める

基準は、次に掲げるものとする。 

(１) 委託する事務を適切かつ確実に遂行するに

足りる事業規模を有し、かつ、経営状況が健全

であること。 

(２) 普通地方公共団体の公金、電気料金、ガス

料金、電信電話料金等の収納の事務を受託し、

又はこれらに類するものの収納に関する事務を

処理した実績があること。 

(３) 収納した県税を遅滞なく指定金融機関に払

い込むことができ、かつ、収納の状況を正確に

記録し、及び県に遅滞なく必要な報告を行うこ

とができる技術的な基礎を有していること。 

 

（繰上徴収の告知） 

第８条 令第６条の２の４ただし書に規定する納期

限を変更する旨の文書は、第５号様式のとおりと

する。 

 

（繰上徴収の告知） 

第８条 令第６条の２の３ただし書に規定する納期

限を変更する旨の文書は、第５号様式のとおりと

する。 

（譲渡担保権者等に対する告知書等） 

第12条 令第６条の７第１項に規定する譲渡担保権

者に対する告知書は、第10号様式のとおりとす

る。 

２ 令第６条の７第２項に規定する納税者又は特別

（譲渡担保権者等に対する告知書等） 

第12条 令第６条の８第１項に規定する譲渡担保権

者に対する告知書は、第10号様式のとおりとす

る。 

２ 令第６条の８第２項に規定する納税者又は特別
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徴収義務者に対する通知の文書は、第10号様式の

２のとおりとする。 

 

徴収義務者に対する通知の文書は、第10号様式の

２のとおりとする。 

 

（口座振替の方法による個人の事業税等の納付） 

第14条の２ 個人の行う事業に対する事業税又は自

動車税の種別割を地方自治法施行令（昭和22年政

令第16号）第155条の規定による口座振替の方法

（第50条の19の３において「口座振替の方法」と

いう。）によって納付しようとする者は、第11号様

式の４による県税納付書送付依頼書兼県税口座振

替依頼書・自動払込受付通知書（以下この条にお

いて「依頼書」という。）を課税地を管轄する所長

又は指定金融機関、指定代理金融機関若しくは収

納代理金融機関（以下「指定金融機関等」とい

う。）に提出しなければならない。ただし、指定金

融機関等に対しては、当該指定金融機関等が指定

する電子情報処理組織を使用する方法その他の情

報通信の技術を利用する方法をもって依頼書の提

出に代えることができる。 

２ 略 

 

（口座振替の方法による個人の事業税等の納付） 

第14条の２ 個人の行う事業に対する事業税又は自

動車税の種別割を施行令第155条の規定による口座

振替の方法（第50条の19の３において「口座振替

の方法」という。）によって納付しようとする者

は、第11号様式の４による県税納付書送付依頼書

兼県税口座振替依頼書・自動払込受付通知書を課

税地を管轄する所長又は指定金融機関、指定代理

金融機関若しくは収納代理金融機関（以下「指定

金融機関等」という。）に提出しなければならな

い。 

 

 

 

 

 

２ 略 

（個人の県民税にかかる徴収整理簿の備付） 

第33条 略 

２ 前項の規定による徴収済額の記載は、令第57条

の４の２の規定による按
あん

分率によって按分した額

によらなければならない。 

 

（個人の県民税にかかる徴収整理簿の備付） 

第33条 略 

２ 前項の規定による徴収済額の記載は、令第８条

の規定によるあん
．．

分率によってあん
．．

分した額によ

らなければならない。 

（種別割の課税免除に係る一般乗合用のバスの範

囲） 

第50条の９ 条例第137条第２項第10号に規定する規

則で定める基準を満たす一般乗合用のバスは、同

号に規定する補助金に係るバス路線（以下「生活

路線」という。）を運行する一般乗合用のバス（以

下「課税免除対象バス」という。）のうち、同条の

課税免除を受けようとする年度の４月１日（同日

が日曜日、土曜日又は国民の祝日に関する法律

（昭和23年法律第178号）に規定する休日に当たる

ときは、直後に到来するこれらの日以外の日。以

下「基準日」という。）において、旅客自動車運送

事業運輸規則（昭和31年運輸省令第44号）第25条

第１項の業務記録によって生活路線の走行キロ数

及び全走行キロ数を算定し、次の算式により算定

した生活路線走行率の高いものから順次課税免除

対象バス総数までの一般乗合用のバスとする。 

生活路線走行率＝基準日における生活路線の走

（種別割の課税免除に係る一般乗合用のバスの範

囲） 

第50条の９ 条例第137条第２項第10号に規定する規

則で定める基準を満たす一般乗合用のバスは、同

号に規定する補助金に係るバス路線（以下「生活

路線」という。）を運行する一般乗合用のバス（以

下「課税免除対象バス」という。）のうち、同条の

課税免除を受けようとする年度の４月１日（同日

が日曜日、土曜日又は国民の祝日に関する法律

（昭和23年法律第178号）に規定する休日に当たる

ときは、直後に到来するこれらの日以外の日。以

下「基準日」という。）において、旅客自動車運送

事業運輸規則（昭和31年運輸省令第44号）第25条

第１項の乗務記録によって生活路線の走行キロ数

及び全走行キロ数を算定し、次の算式により算定

した生活路線走行率の高いものから順次課税免除

対象バス総数までの一般乗合用のバスとする。 

生活路線走行率＝基準日における生活路線の走
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行キロ数／基準日における全走行キロ数 

２・３ 略 

 

行キロ数／基準日における全走行キロ数 

２・３ 略 

（自動車税の課税免除の手続） 

第50条の10 略 

２ 略 

３ 条例第137条第２項第４号から第11号までの規定

により種別割の課税免除を受けようとする者は、

次の表に定めるところにより、課税免除申請書等

を提出しなければならない。ただし、災害その他

の真にやむを得ない事由により、同表に定める提

出期限経過後に、遅延理由書を添付した課税免除

申請書等を提出したときは、同表に定める提出期

限内に提出したものとみなす。 

区分 課税免除申請

書等の提出期

限 

提出先 

(１) 普通徴

収に係るも

の 

条例第141条

に規定する納

期限 

 略 

 略 

４ 前項の課税免除申請書等は、課税免除の区分に

応じ、次の表に定めるところによる。 

課税免除の区

分 

申請書 課税免除を受

けようとする

事由を証する

書類 

 略 

(３) 条例第

137 条 第 ２

項第10号に

係るもの 

第64号様式の

５ 

ア・イ 略 

ウ 基準日に

おける課税

免除対象バ

スに係る業

務記録の写

し 

 略 
 

（自動車税の課税免除の手続） 

第50条の10 略 

２ 略 

３ 条例第137条第２項第４号から第11号までの規定

により種別割の課税免除を受けようとする者は、

次の表に定めるところにより、課税免除申請書等

を提出しなければならない。ただし、災害その他

の真にやむを得ない事由により、同表に定める提

出期限経過後に、遅延理由書を添付した課税免除

申請書等を提出したときは、同表に定める提出期

限内に提出したものとみなす。 

区分 課税免除申請

書等の提出期

限 

提出先 

(１) 普通徴

収に係るも

の 

条例第141条

に規定する納

期限前７日 

 略 

 略 

４ 前項の課税免除申請書等は、課税免除の区分に

応じ、次の表に定めるところによる。 

課税免除の区

分 

申請書 課税免除を受

けようとする

事由を証する

書類 

 略 

(３) 条例第

137 条 第 ２

項第10号に

係るもの 

第64号様式の

５ 

ア・イ 略 

ウ 基準日に

おける課税

免除対象バ

スに係る乗

務記録の写

し 

 略 
 

  

（自動車税の減免の手続） 

第50条の16 略 

２・３ 略 

４ 条例第137条の２第２項の規定により種別割の減

免を受けようとする者は、次の表に定めるところ

により、減免申請書等を提出しなければならな

い。ただし、災害その他の真にやむを得ない事由

（自動車税の減免の手続） 

第50条の16 略 

２・３ 略 

４ 条例第137条の２第２項の規定により種別割の減

免を受けようとする者は、次の表に定めるところ

により、減免申請書等を提出しなければならな

い。ただし、災害その他の真にやむを得ない事由
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第２条 鳥取県税条例施行規則の一部を次のように改正する。 

第51号様式から第53号様式までを次のように改める。 

 

により、同表に定める提出期限経過後に、遅延理

由書を添付した減免申請書等を提出したときは、

同表に定める提出期限内に提出したものとみな

す。 

区分 減免申請書等

の提出期限 

提出先 

(１) 普通徴

収に係るも

の 

条例第141条

に規定する納

期限 

 

 

 

 

 

 

 略 

 略 

５・６ 略 

により、同表に定める提出期限経過後に、遅延理

由書を添付した減免申請書等を提出したときは、

同表に定める提出期限内に提出したものとみな

す。 

区分 減免申請書等

の提出期限 

提出先 

(１) 普通徴

収に係るも

の 

条例第141条

に規定する納

期 限 前 ７ 日

（条例第137

条の２第２項

第２号に係る

ものにあって

は、当該納期

限） 

 略 

 略 

５・６ 略 
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第３条 鳥取県税条例施行規則の一部を次のように改正する。 

第52号様式を次のように改める。 



 

  令和６年３月 29 日 金曜日      鳥 取 県 公 報              号外第 35 号    

- 13 - 

 



 

  令和６年３月 29 日 金曜日      鳥 取 県 公 報              号外第 35 号    

- 14 - 

   附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和６年４月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から

施行する。 

 (１) 第１条中鳥取県税条例施行規則第12条、第33条第２項、第50条の９第１項及び第50条の10第４項の改正

規定 公布の日 

 (２) 第１条中鳥取県税条例施行規則第８条の改正規定 令和７年１月１日 

 (３) 第３条の規定 令和７年４月１日 

（経過措置） 

２ 第１条の規定による改正後の鳥取県税条例施行規則第33条第２項の規定は、令和６年度以後の年度分の個人

の県民税について適用し、令和５年度分までの個人の県民税については、なお従前の例による。 

３ 第２条の規定による改正後の鳥取県税条例施行規則の規定は令和６年度以後の年度分の個人の県民税につい

て、第３条の規定による改正後の鳥取県税条例施行規則の規定は令和７年度以後の年度分の個人の県民税につ

いて適用し、令和５年度分までの個人の県民税については、なお従前の例による。 
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鳥取県営鳥取空港管理規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和６年３月 29 日 

鳥取県知事 平 井 伸 治   

鳥取県規則第10号 

  鳥取県営鳥取空港管理規則の一部を改正する規則 

 

第１条 鳥取県営鳥取空港管理規則（昭和42年鳥取県規則第37号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

  

（選定事業者の選定の申請） 

第11条 条例第21条第３項の規定による申請は、申

請者の名称、主たる事務所の所在地及び代表者の

氏名を記載した申請書を知事に提出して行うもの

とする。 

２ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しな

ければならない。 

(１) 条例第21条第１項に規定する運営対象施設

（以下「運営対象施設」という。）の運営等の

業務に関する事業計画書 

(２)・(３) 略 

（選定事業者の選定の申請） 

第11条 条例第21条第２項の規定による申請は、申

請者の名称、主たる事務所の所在地及び代表者の

氏名を記載した申請書を知事に提出して行うもの

とする。 

２ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しな

ければならない。 

(１) 空港の運営等の業務に関する事業計画書 

 

 

(２)・(３) 略 

 

（運営権者による運営等） 

第13条 略 

２ 前項に規定する場合においては、この規則（前

２条、次項、次条、第16条から第18条まで及び第

20条を除く。）の規定に基づく知事の権限は、運

営権者が行うものとする。 

３ 第１項に規定する場合においては、条例又はこ

の規則に定めるもののほか、運営対象施設の運営

等に必要な事項は、条例第22条第１項の規定によ

り知事が定める基準に従い、運営権者が定めるも

のとする。 

 

（運営権者による運営） 

第13条 略 

２ 前項に規定する場合においては、この規則（前

２条及び次項を除く。）の規定に基づく知事の権

限は、運営権者が行うものとする。 

 

３ 第１項に規定する場合においては、条例又はこ

の規則に定めるもののほか、空港の運営に必要な

事項は、条例第22条第１項の規定により知事が定

める基準に従い、運営権者が定めるものとする。 

 

（空港機能施設事業を行う者の指定の申請） 

第14条 条例第25条第１項の規定による指定を受け

ようとする者は、様式第８号による申請書を知事

に提出しなければならない。 

 

 

（心身の故障により空港機能施設事業を適正に行う

ことができない者） 

第15条 条例第25条第２項第３号の規則で定める者

は、精神の機能の障害により空港機能施設事業を

適正に行うに当たって必要な認知、判断及び意思
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疎通を適切に行うことができない者とする。 

 

（指定空港機能施設事業者の名称等の変更の届出） 

第16条 条例第25条第４項の規定による届出は、様

式第９号による届出書を知事に提出してしなけれ

ばならない。 

 

 

（旅客取扱施設利用料の上限の認可の申請） 

第17条 条例第26条第１項前段の規定による認可を

受けようとする者は、様式第10号による申請書を

知事に提出しなければならない。 

２ 条例第26条第１項後段の規定による変更の認可

を受けようとする者は、様式第11号による申請書

を知事に提出しなければならない。 

 

 

（旅客取扱施設利用料の届出） 

第18条 条例第26条第３項前段の規定による届出

は、様式第12号による届出書を知事に提出してし

なければならない。 

２ 条例第26条第３項後段の規定による届出は、様

式第13号による届出書を知事に提出してしなけれ

ばならない。 

 

 

（区分経理の方法） 

第19条 条例第27条の規定による区分経理の方法

は、空港機能施設事業とその他の事業の双方に関

連する収入及び費用について、その性質又は目的

に従って区分する等の適正な基準により行うもの

とする。 

 

 

（空港機能施設事業の休止及び廃止の許可の申請） 

第20条 条例第29条の規定による許可を受けようと

する者は、様式第14号による申請書を知事に提出

しなければならない。 

 

 

  

第２条 鳥取県営鳥取空港管理規則の一部を次のように改正する。 

  様式第７号の次に次の７様式を加える。 
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様式第８号（第14条関係） 

  

空港機能施設事業者指定申請書 

 

 年  月  日  

 

鳥取県知事 様 

 

住所                       

（法人又は団体にあっては、主たる事務所の所在地） 

氏名 

（法人又は団体にあっては、名称及び代表者の氏名） 

 

 下記のとおり、鳥取県営鳥取空港の設置及び管理に関する条例（昭和42年鳥取県条例第24号）第25条第１項の

規定に基づく空港機能施設事業者の指定を受けたいので、関係書類を添えて申請します。 

 

記 

１ 空港機能施設の種類 

 

２ 空港機能施設の概要 

 

３ 空港機能施設事業の開始予定日 

  

（添付書類） 

１ 空港機能施設事業を行うために必要な資金の総額、内訳及び調達方法を記載した資金計画 

２ 空港機能施設の配置図及び各階平面図 

３ 申請者が前号の施設について所有権その他の使用の権原を有すること又はこれを確実に取得することができ

ることを証する書類 

４ 空港機能施設事業について、他の法令の規定による許可又は認可を必要とする場合には、当該許可又は認可

を証する書類 

５ 法人又は団体にあっては、次に掲げる書類 

(１) 定款及び登記事項証明書又はこれらに準ずる書類並びに最近の事業年度における事業報告書、貸借対照

表及び損益計算書又はこれらに準ずる書類 

(２) 指定の申請に関する意思の決定を証する書類 

６ その他知事が必要と認める事項を記載した書類 
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様式第９号（第16条関係） 

 

指定空港機能施設事業者名称等変更届出書 

 

 年  月  日  

鳥取県知事 様 

 

住所                       

（法人又は団体にあっては、主たる事務所の所在地） 

氏名 

（法人又は団体にあっては、名称及び代表者の氏名） 

 

 

鳥取県営鳥取空港の設置及び管理に関する条例（昭和42年鳥取県条例第24号）第25条第４項の規定に基づき、

下記のとおり名称等の変更を届け出ます。 

 

記 

 

変更予定年月日 変更の内容 

変更前 変更後 
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様式第10号（第17条関係） 

 

旅客取扱施設利用料上限認可申請書 

 

 年  月  日  

 

鳥取県知事 様 

 

住所                       

（法人又は団体にあっては、主たる事務所の所在地） 

氏名 

（法人又は団体にあっては、名称及び代表者の氏名） 

 

 

 下記のとおり、鳥取県営鳥取空港の設置及び管理に関する条例（昭和42年鳥取県条例第24号）第26条第１項前

段の規定に基づく旅客取扱施設利用料の上限の認可を受けたいので、関係書類を添えて申請します。 

 

記 

 

１ 旅客取扱施設利用料の徴収の対象となる施設 

 

２ 旅客取扱施設利用料の上限の額 

 

（添付書類） 

旅客取扱施設利用料の上限の額の算出の基礎を記載した書類 
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様式第11号（第17条関係） 

 

旅客取扱施設利用料上限変更認可申請書 

 

 年  月  日  

 

鳥取県知事 様 

 

住所                       

（法人又は団体にあっては、主たる事務所の所在地） 

氏名 

（法人又は団体にあっては、名称及び代表者の氏名） 

 

 

 下記のとおり、鳥取県営鳥取空港の設置及び管理に関する条例（昭和42年鳥取県条例第24号）第26条第１項後

段の規定に基づく旅客取扱施設利用料の上限の変更の認可を受けたいので、関係書類を添えて申請します。 

 

記 

 

変更予定年月日 変更の内容 変更の理由 

変更前 変更後 

  

 

 

  

 

（添付書類） 

旅客取扱施設利用料の上限の額の算出の基礎を記載した書類
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様式第12号（第18条関係） 

 

旅客取扱施設利用料届出書 

 

 年  月  日  

 

鳥取県知事 様 

 

住所                       

（法人又は団体にあっては、主たる事務所の所在地） 

氏名 

（法人又は団体にあっては、名称及び代表者の氏名） 

 

 

 鳥取県営鳥取空港の設置及び管理に関する条例（昭和42年鳥取県条例第24号）第26条第３項前段の規定に基づ

き、下記のとおり旅客取扱施設利用料を定めることを届け出ます。 

 

記 

 

１ 旅客取扱施設利用料の徴収の対象となる施設 

 

２ 旅客取扱施設利用料の額及び徴収方法 

 

３ 徴収開始予定日 
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様式第13号（第18条関係） 

 

旅客取扱施設利用料変更届出書 

 

 年  月  日  

 

鳥取県知事 様 

 

住所                       

（法人又は団体にあっては、主たる事務所の所在地） 

氏名 

（法人又は団体にあっては、名称及び代表者の氏名） 

 

 

鳥取県営鳥取空港の設置及び管理に関する条例（昭和42年鳥取県条例第24号）第26条第３項後段の規定に基づ

き、下記のとおり旅客取扱施設利用料の変更を届け出ます。 

 

記 

 

変更予定年月日 変更の内容 変更の理由 

変更前 変更後 
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様式第14号（第20条関係） 

 

空港機能施設事業休止・廃止許可申請書 

 

 年  月  日  

 

鳥取県知事 様 

 

住所                       

（法人又は団体にあっては、主たる事務所の所在地） 

氏名 

（法人又は団体にあっては、名称及び代表者の氏名） 

 

 

 下記のとおり、鳥取県営鳥取空港の設置及び管理に関する条例（昭和42年鳥取県条例第24号）第29条の規定に

基づく空港機能施設事業の休止・廃止の許可を受けたいので、関係書類を添えて申請します。 

 

記 

 

１ 空港機能施設の種類 

 

２ 空港機能施設の概要 

 

３ 休止又は廃止を必要とする理由 

 

４ 休止開始予定日・休止期間又は廃止予定日 

 

（添付書類） 

１ 空港機能施設の配置図及び各階平面図 

２ 法人又は団体にあっては、休止又は廃止に関する意思の決定を証する書類 

附 則 

 この規則は、令和６年４月１日から施行する。 
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 鳥取県労働委員会事務局組織規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和６年３月29日 

鳥取県知事 平 井 伸 治   

鳥取県規則11号 

   鳥取県労働委員会事務局組織規則の一部を改正する規則 

 

 鳥取県労働委員会事務局組織規則（昭和27年鳥取県規則第100号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

 

（事務局の内部組織の設置） 

第２条 鳥取県労働委員会事務局（以下「事務局」と

いう。）に総務・審査担当及び調整・個別紛争解決

支援担当を置く。 

 

 

（事務局の課及び内部組織の設置） 

第２条 鳥取県労働委員会事務局（以下「事務局」と

いう。）に審査調整課を置き、課の事務を分掌さ

せるため総務・審査担当及び調整・個別紛争解決

支援担当を置く。 

 

（事務局の所掌事務) 

第３条 事務局の所掌事務は、次のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（審査調整課の所掌事務) 

第３条 審査調整課の所掌事務は、次のとおりとす

る。 

(１) 公印の管守に関すること。 

(２) 文書等の収受、審査、発送、編さん及び保管

に関すること。 

(３) 職員の人事に関すること（所属職員の児童手

当の受給資格及びその額の認定に係るものを除

く。）。 

(４) 予算、決算、会計及び物品の保管に関するこ

と。 

(５) 総会の招集、議案の準備、議事録の作成その

他議事手続に関すること。 

(６) 公益委員会議の招集、議案の準備、議事録の

作成その他議事手続に関すること。 

(７) 労働組合の資格審査及び証明に関すること。 

(８) 地方公営企業における監督的地位にある職員

等の範囲の認定及び告示に関すること。 

(９) 不当労働行為に関する審査及びこれに伴う諸

手続に関すること。 

(10) 労働協約の地域的の一般的拘束力の適用に関

すること。 

(11) 労働関係調整法（昭和21年法律第25号）第42

条の規定による請求に関すること。 

(12) 労働争議（労働関係調整法第６条に規定する

労働争議をいう。以下同じ。）のあっせん、調停

及び仲裁に関すること。 

(13) 労働争議の発生届及び公益事業の争議行為予

告通知の受理に関すること。 
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(１) 総会及び公益委員会議に関すること。 

(２) 労働組合の資格審査に関すること。 

(３) 地方公営企業における監督的地位にある職員

等の範囲の認定及び告示に関すること。 

(４) 不当労働行為に関する審査及びこれに伴う諸

手続に関すること。 

(５) 労働協約の地域的の一般的拘束力の適用に関

すること。 

(６) 労働関係調整法（昭和21年法律第25号）第42

条の規定による請求に関すること。 

(７) 労働争議（労働関係調整法第６条に規定する

労働争議をいう。以下同じ。）のあっせん、調停

及び仲裁に関すること。 

(８) 労働争議の発生届及び公益事業の争議行為予

告通知の受理に関すること。 

(９) 労働争議発生に伴う実情調査に関すること。 

(10) あっせん員候補者の委嘱手続及びあっせん員

候補者名簿の作成に関すること。 

(11) 知事の委任を受けた鳥取県個別労働関係紛争

の解決の促進に関する条例（平成14年鳥取県条例

第６号。以下「条例」という。）第４条第１項の

規定によるあっせんに関すること（鳥取県個別労

働関係紛争の解決の促進に関する条例施行規則

（平成14年鳥取県規則第14号）第２条の規定によ

るあっせん申請書（以下単に「あっせん申請書」

という。）の受理に関する事務を除く。）。 

(12) 知事の権限に属する事務の補助執行として行

う条例第３条の規定による労働関係に関する事項

(14) 労働争議発生に伴う実情調査に関すること。 

(15) あっせん員候補者の委嘱手続及びあっせん員

候補者名簿の作成に関すること。 

(16) 知事の委任を受けた鳥取県個別労働関係紛争

の解決の促進に関する条例（平成14年鳥取県条例

第６号。以下「条例」という。）第４条第１項の

規定によるあっせんに関すること（鳥取県個別労

働関係紛争の解決の促進に関する条例施行規則

（平成14年鳥取県規則第14号）第２条の規定によ

るあっせん申請書（以下単に「あっせん申請書」

という。）の受理に関する事務を除く。）。 

(17) 知事の権限に属する事務の補助執行として行

う条例第３条の規定による労働関係に関する事項

についての相談及びあっせん申請書の受理に関す

ること。 

(18)  前各号に掲げるもののほか、労働委員会事務

局の所掌事務に関すること。 
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についての相談及びあっせん申請書の受理に関す

ること。 

(13) 前各号に掲げるもののほか、労働委員会の権

限に属する事務の処理に関すること。 

 

 

  

 

 

 

 

２ 審査調整課の内部組織の所掌事務は、事務局が別

に定める。 

（職制及び職務） 

第４条 事務局に、鳥取県労働委員会会長（以下「会

長」という。）の同意を得て知事が任命する事務局

長、事務局次長その他必要な職員を置く。 

２・３ 略 

 

４ 事務局次長は、あらかじめその事務を補佐する者

を定めるものとし、事務局次長に事故がある場合

は、その者がその職務を代行するものとする。 

（職制及び職務） 

第４条 事務局に、鳥取県労働委員会会長（以下「会

長」という。）の同意を得て知事が任命する事務局

長、事務局次長、課長その他必要な職員を置く。 

２・３ 略 

４ 課長は、上司の命を受け、課の事務を処理する。 

５ 課長は、あらかじめその事務を補佐する者を定め

るものとし、課長に事故がある場合は、その者がそ

の職務を代行するものとする。 

  

（事務代決） 

第５条 略 

２ 事務局次長が不在の場合は、あらかじめ事務局次

長が指定した者がその事務を代決する。 

  

（事務代決） 

第５条 略 

２ 課長が不在の場合は、あらかじめ課長が指定した

者がその事務を代決する。 

（専決事項） 

第６条 知事の権限に属する事項のうち事務局長及び

事務局次長の専決事項は、別表のとおりとする。 

 

（専決事項） 

第６条 知事の権限に属する事項のうち事務局長及び

課長の専決事項は、別表のとおりとする。 

 

別表（第６条関係） 

事務局長専決事項 事務局次長専決事項 

 略  

  

別表（第６条関係） 

事務局長専決事項 課長専決事項 

略  
 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和６年４月１日から施行する。 

（鳥取県予算規則の一部改正） 

２ 鳥取県予算規則（昭和39年鳥取県規則第36号）の一部を次のとおり改正する。 

  次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

 

（定義） 

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語

の意義は、当該各号に定めるところによる。 

 (１) 略 

(２) 主管課長 知事部局、議会事務局、教育委

員会事務局、人事委員会事務局、監査委員事務

局及び警察本部において部局内の予算に関する

 

（定義） 

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語

の意義は、当該各号に定めるところによる。 

 (１) 略 

(２) 主管課長 知事部局、議会事務局、教育委

員会事務局、人事委員会事務局、監査委員事務

局、労働委員会事務局及び警察本部において部
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事務を所掌する課の長並びに労働委員会事務局

の事務局次長をいう。 

(３) 主務課長 知事部局、議会事務局、教育委

員会の機関（鳥取県教育委員会事務局等組織規

則（昭和39年鳥取県教育委員会規則第５号）第

４条第１項に規定する課等に限る。）、人事委

員会事務局、監査委員事務局及び警察本部の課

（出納機関を除き、課に相当するものを含

む。）の長並びに労働委員会事務局の事務局次

長をいう。 

(４) 略 

局内の予算に関する事務を所掌する課の長をい

う。 

(３) 主務課長 知事部局、議会事務局、教育委

員会の機関（鳥取県教育委員会事務局等組織規

則（昭和39年鳥取県教育委員会規則第５号）第

４条第１項に規定する課等に限る。）、人事委

員会事務局、監査委員事務局、労働委員会事務

局及び警察本部の課（出納機関を除き、課に相

当するものを含む。）の長をいう。 

 

(４) 略 
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鳥取県行政組織規則等の一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和６年３月29日 

鳥取県知事 平 井 伸 治   

鳥取県規則第12号 

鳥取県行政組織規則等の一部を改正する規則 

 

（鳥取県行政組織規則の一部改正） 

第１条 鳥取県行政組織規則（昭和39年鳥取県規則第13号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線及び太枠で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

目次 

第１章・第２章 略 

第３章 地方機関 

第１節～第８節 略 

第９節 子ども家庭部の所管に属する機関 

第１款～第３款 略 

第４款 女性相談支援センター（第86条・第

87条） 

第５款・第６款 略 

目次 

 第１章・第２章 略 

第３章 地方機関 

第１節～第８節 略 

第９節 子ども家庭部の所管に属する機関 

第１款～第３款 略   

第４款 婦人相談所（第86条・第87条） 

 

第５款・第６款 略 

第10節 生活環境部の所管に属する機関 

第１款 略 

第２款 犯罪被害者総合サポートセンター

（第95条の２・第95条の３） 

第３款 略 

第４款 略 

第５款 略 

第11節～第15節 略 

第４章・第５章 略 

附則 

第10節 生活環境部の所管に属する機関 

第１款 略 

 

 

第２款 略 

第３款 略 

第４款 略 

第11節～第15節 略 

第４章・第５章 略 

附則 

 

（部及び局の名称等） 

第５条 略 

２ 前項に掲げる部のうち、次の表の左欄に掲げる

部の下に、同表の右欄に掲げる局を置く。 

 略 

輝く鳥取創造本部 とっとり暮らし推進局

 中山間・地域振興局

中山間振興統括本部

観光交流局 

 略 

地域社会振興部 人権尊重社会推進局 

スポーツ振興局 ねん

りんピックはばたけ鳥

取2024実施本部事務局

 

（部及び局の名称等） 

第５条 略 

２ 前項に掲げる部のうち、次の表の左欄に掲げる

部の下に、同表の右欄に掲げる局を置く。 

 略 

輝く鳥取創造本部 中山間・地域振興局 

中山間振興統括本部 

観光交流局 

 略 

地域社会振興部 人権尊重社会推進局 

スポーツ振興局 文化

財局 
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 文化財局 

福祉保健部 ささえあい福祉局 健

康医療局 感染症対策

センター 

 

 略 

福祉保健部 ささえあい福祉局 健

康医療局 感染症対策

局 感染症対策センタ

ー 

 略 

 

（課及び課内室の設置） 

第６条 次の表の第１欄に掲げる部及び第２欄に掲

げる局に、同表の第３欄に掲げる課を置き、課に

同表の第４欄に掲げる課内室を置く。 

部 局 課 課内室 

政策戦略本

部 

 略 

政策戦略局  略 

東京本部 拉致被害者

対策調整室

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関西本部 

 

 

 

 

 

 

 

万博推進室

 略 

 略 

輝く鳥取創

造本部 

とっとり暮

らし推進局

人口減少社

会対策課 

移住定住・

関係人口室

協働参画課

中山間・地

域振興局 

中山間・地

域振興課 

買物環境確

保室 

交通政策課 空港振興室

 略 

観光交流局 略 

国際観光課

 

（課及び課内室の設置） 

第６条 次の表の第１欄に掲げる部及び第２欄に掲

げる局に、同表の第３欄に掲げる課を置き、課に

同表の第４欄に掲げる課内室を置く。 

部 局 課 課内室 

政策戦略本

部 

 略 

政策戦略局  略 

東京本部 拉致被害者

対策調整室

 総務・関

係人口・県

立ハローワ

ークチーム  

 販 路 開

拓・メディ

ア連携・交

流支援チー

ム 

関西本部 企業立地・

関係人口・

県立ハロー

ワークチー

ム 観光・

情報発信・

販路開拓チ

ーム 

 略 

 略 

輝く鳥取創

造本部 

中山間・地

域振興局 

人口減少社

会対策課 

移住定住・

関係人口室

買物環境確

保推進課 

 

交通政策課

 

空港振興室

 略 

観光交流局 略 

国際観光・
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 略 

 略 

地域社会振

興部 

 

 

 

 略 

 

 

 

 

県民課 

文化政策課

美術館 

 略 

スポーツ振

興局 

スポーツ課

ねんりんピ

ックはばた

け鳥取2024

実施本部事

務局 

 略 

福祉保健部  略 

健康医療局  略 

医療・保険

課 

 

 略 

 略 

生活環境部  略 

脱炭素社会

推進課 

 

 略 

危 機 管 理

部・生活環

境部 

原子力環境

センター 

 

福 祉 保 健

部・生活環

境部 

衛生環境研

究所 

水環境室  

化学衛生室

保健衛生

万博課 

 略 

 略 

地域社会振

興部 

 

 

 

 略 

 

 

 

 

県民参画協

働課 

ボランティ

ア 社 会 ・

Ｓ Ｄ Ｇ ｓ
エスディー ジーズ

推進室 

文化政策課

 略 

スポーツ振

興局 

スポーツ課

ねんりんピ

ック・関西

ワールドマ

スターズゲ

ームズ推進

課 

 略 

福祉保健部  略 

健康医療局  略 

医療・保険

課 

 

感染症対策

局 

総合調整課

感染症対策

課 

 

 略 

 略 

生活環境部  略 

脱炭素社会

推進課 

 

衛生環境研

究所 

水環境室 

化学衛生室

保健衛生

室 大気・

地球環境室

 略 

危 機 管 理

局・生活環

境部 

原子力環境

センター 
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室 大気・

地球環境室

 略 

農林水産部 農林水産政

策課 

企画室 

 略 

 略 

  

 略 

農林水産部 農林水産政

策課 

 

 略 

 略 

  

（政策戦略本部各課の所掌事務） 

第６条の２ 政策戦略本部各課の所掌事務は、次の

とおりとする。 

とっとり未来創造タスクフォース・政策戦略局

企画課 略 

政策戦略局総合統括課 

(１)～(４) 略 

 

政策戦略局広報課・政策戦略局東京本部 略 

政策戦略局関西本部 

(１)～(８) 略 

(９) 2025年日本国際博覧会に関すること。 

政策戦略局名古屋代表部～デジタル局デジタル

基盤整備課 略 

（政策戦略本部各課の所掌事務） 

第６条の２ 政策戦略本部各課の所掌事務は、次の

とおりとする。 

とっとり未来創造タスクフォース・政策戦略局

企画課 略 

政策戦略局総合統括課 

(１)～(４) 略 

(５) 高速鉄道整備に係る統括に関すること。 

政策戦略局広報課・政策戦略局東京本部 略 

政策戦略局関西本部 

(１)～(８) 略 

 

政策戦略局名古屋代表部～デジタル局デジタル

基盤整備課 略 

 

（輝く鳥取創造本部各課の所掌事務） 

第６条の３ 輝く鳥取創造本部各課の所掌事務は、

次のとおりとする。 

とっとり暮らし推進局人口減少社会対策課 

(１) 略  

 

 

 

 

(２) 略  

(３) 略  

(４) 略  

(５) 略  

(６) 略  

とっとり暮らし推進局協働参画課 

(１) 県民並びに大学、研究機関及び非営利公益

活動団体その他の団体との連携による地域づく

りの推進に関すること。 

(２) 特定非営利活動法人に関すること。 

中山間・地域振興局中山間・地域振興課 

(１) 中山間地域等の地域振興に関すること。 

(２) 住民、事業者及び行政の協働による地域交

 

（輝く鳥取創造本部各課の所掌事務） 

第６条の３ 輝く鳥取創造本部各課の所掌事務は、

次のとおりとする。 

中山間・地域振興局人口減少社会対策課 

(１) 略 

(２) 過疎・中山間地域等の地域振興に関するこ

と（中山間・地域振興局買物環境確保推進課の

所掌に属するものを除く。）。 

(３) 空き家の利活用及び除却に関すること。 

(４) 略  

(５) 略  

(６) 略 

(７) 略  

(８) 略  

 

 

 

 

 

中山間・地域振興局買物環境確保推進課 
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通の構築に関すること。 

(３) 空き家の利活用及び除却に関すること。 

(４) 買物をすることができる環境等生活基盤の

確保に関すること。 

中山間・地域振興局交通政策課 

(１)・(２) 略 

(３) 高速鉄道整備に関すること。 

(４) 空港の整備及び振興に関すること（観光交

流局観光戦略課及び国際観光課の所掌に属する

ものを除く。）。 

(５) 略 

観光交流局観光戦略課 略 

観光交流局国際観光課 略 

観光交流局交流推進課・観光交流局まんが王国

官房 略 

 

 

買物をすることができる環境の確保に関するこ

と。 

中山間・地域振興局交通政策課 

(１)・(２) 略 

 

(３) 空港の整備及び振興に関すること（観光交

流局観光戦略課及び国際観光・万博課の所掌に

属するものを除く。）。 

(４) 略 

観光交流局観光戦略課 略 

観光交流局国際観光・万博課 略 

観光交流局交流推進課・観光交流局まんが王国

官房 略 

 

（総務部各課の所掌事務） 

第７条 総務部各課の所掌事務は、次のとおりとす

る。 

総務課～行政監察・法人指導課 略 

総合事務センター庶務集中課 

(１)～(５) 略 

(６) 職員の自動車事故に係る損害賠償に関する

こと。 

(７) 略 

(８) 略 

(９) 略 

総合事務センター物品契約課 略 

行政体制整備局人事企画課  

(１)～(７) 略 

(８) その他局内他課の所掌に属しないこと。 

行政体制整備局職員支援課 

(１)～(４) 略 

 

 

(５) 略 

行政体制整備局職員人材開発センター・行政体

制整備局行財政改革推進課 略 

 

（総務部各課の所掌事務） 

第７条 総務部各課の所掌事務は、次のとおりとす

る。 

総務課～行政監察・法人指導課 略 

総合事務センター庶務集中課 

(１)～(５) 略 

  

 

(６) 略 

(７) 略 

(８) 略 

総合事務センター物品契約課 略 

行政体制整備局人事企画課  

(１)～(７) 略 

 

行政体制整備局職員支援課 

(１)～(４) 略 

(５) 職員の自動車事故に係る損害賠償に関する

こと。 

(６) 略 

行政体制整備局職員人材開発センター・行政体

制整備局行財政改革推進課 略 

 

（地域社会振興部各課の所掌事務） 

第８条 地域社会振興部各課の所掌事務は、次のと

おりとする。 

市町村課 

(１)～(４) 略 

(５) 住民基本台帳に関すること（デジタル局デ

 

（地域社会振興部各課の所掌事務） 

第８条 地域社会振興部各課の所掌事務は、次のと

おりとする。 

市町村課 

(１)～(４) 略 

(５) 住民基本台帳に関すること（情報政策課の
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ジタル基盤整備課の所掌に属するものを除

く。）。 

(６)～(９) 略 

県民課 

 

 

 

 

 

 

 

(１) 略  

(２) 略  

(３) 略  

(４) 略  

(５) 略  

(６) 略 

文化政策課 

(１) 略  

(２) 文化芸術の推進に関すること（美術館の所

掌に属するものを除く。）。 

(３)・(４) 略 

美術館 

(１) 美術関係の資料（教育委員会の所掌に属す

るものを除く。次号及び第３号において同

じ。）の収集、保管及び展示に関すること。 

(２) 美術関係の資料の利用の指導、助言及び普

及に関すること。 

(３) 美術関係の資料の調査研究に関すること。 

人権尊重社会推進局人権・同和対策課 

(１)～(４) 略 

所掌に属するものを除く。）。 

 

(６)～(９) 略 

県民参画協働課 

(１) 県民及び大学、研究機関、非営利公益活動

団体等の団体と連携した地域づくりの推進に関

すること。 

(２) ＳＤＧｓ
エスディージーズ

（Sustainable Development Goals：

持続可能な開発目標）の普及啓発に関するこ

と。 

(３) 特定非営利活動法人に関すること。 

(４) 略  

(５) 略  

(６) 略  

(７) 略  

(８) 略  

(９) 略 

文化政策課 

(１) 略  

(２) 文化芸術の推進に関すること。 

 

(３)・(４) 略 

 

 

 

 

 

 

 

人権尊重社会推進局人権・同和対策課 

(１)～(４) 略 

(５) その他局内他課の所掌に属しないこと。 

人権尊重社会推進局女性応援課 略 

スポーツ振興局スポーツ課 

(１)～(５) 略 

(６) ワールドマスターズゲームズに関するこ

と。 

 

 

 

 

 

文化財局文化財課・文化財局とっとり弥生の王

国推進課 略 

 

 

人権尊重社会推進局女性応援課 略 

スポーツ振興局スポーツ課 

(１)～(５) 略 

(６) その他局内他課の所掌に属しないこと。 

 

スポーツ振興局ねんりんピック・関西ワールド

マスターズゲームズ推進課 

(１) ねんりんピックに関すること。 

(２) ワールドマスターズゲームズに関するこ

と。 

文化財局文化財課・文化財局とっとり弥生の王

国推進課 略 
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（ねんりんピックはばたけ鳥取2024実施本部事務局

の所掌事務） 

第８条の２ ねんりんピックはばたけ鳥取2024実施

本部事務局は、ねんりんピックに関する事務を所

掌する。 

 

（福祉保健部各課の所掌事務） 

第９条 福祉保健部各課の所掌事務は、次のとおり

とする。 

ささえあい福祉局福祉保健課～健康医療局医

療・保険課 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（感染症対策センターの所掌事務） 

第９条の２ 感染症対策センターは、感染症対策に

関する事務を所掌する。 

 

（福祉保健部各課の所掌事務） 

第９条 福祉保健部各課の所掌事務は、次のとおり

とする。 

ささえあい福祉局福祉保健課～健康医療局医

療・保険課 略 

感染症対策局総合調整課 

感染症対策に係る総合調整に関すること（感染

症対策センターの所掌に属するものを除く。）。 

感染症対策局感染症対策課 

結核、新型コロナウイルス感染症、新型インフ

ルエンザその他の感染症の対策に関すること（感

染症対策センターの所掌に属するものを除

く。）。 

 

（感染症対策センターの所掌事務） 

第９条の２ 感染症対策センターは、感染症対策の

総括に関する事務を所掌する。 

 

（子ども家庭部各課の所掌事務） 

第９条の３ 子ども家庭部各課の所掌事務は、次の

とおりとする。 

子育て王国課 略 

家庭支援課 

(１)・(２) 略 

(３) 困難な問題を抱える女性の支援に関するこ

と。 

(４) 略 

(５) 略  

(６) 略  

(７) 略  

(８) 略  

(９) 略 

(10) 略 

(11) 略 

(12) 福祉相談センター、児童相談所、女性相談

支援センター及び児童自立支援施設に関するこ

と。 

総合教育推進課 略 

 

（子ども家庭部各課の所掌事務） 

第９条の３ 子ども家庭部各課の所掌事務は、次の

とおりとする。 

子育て王国課 略 

家庭支援課 

(１)・(２) 略 

 

 

(３) 略 

(４) 略  

(５) 略  

(６) 略  

(７) 略  

(８) 略  

(９) 略 

(10) 略 

(11) 福祉相談センター、児童相談所、婦人相談

所及び児童自立支援施設に関すること。 

 

総合教育推進課 略 
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（生活環境部各課の所掌事務） 

第10条 生活環境部各課の所掌事務は、次のとおり

とする。 

環境立県推進課・脱炭素社会推進課 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自然共生社会局自然共生課 略 

自然共生社会局山陰海岸ジオパーク海と大地の

自然館 

(１) 略  

(２) 山陰海岸ジオパークの保全及び利用促進に

関すること（自然共生課の所掌に属するものを

除く。）。 

(３) 略 

自然共生社会局循環型社会推進課・自然共生社

会局水環境保全課 略 

くらしの安心局くらしの安心推進課 

(１)～(19) 略 

 

 

(20) 略 

(21) 略 

(22) 略 

くらしの安心局消費生活センター～くらしの安

心局住宅政策課 略 

 

（原子力環境センターの所掌事務） 

第10条の２ 略 

 

（衛生環境研究所の所掌事務） 

第10条の３ 衛生環境研究所の所掌事務は、次のと

おりとする。 

(１) 公衆衛生及び環境に関する調査研究に関す

ること（環境放射能に係るものを除く。）。 

(２) 細菌学的検査に関すること。 

(３) 病理臨床試験検査に関すること。 

(４) 化学試験に関すること。 

（生活環境部各課の所掌事務） 

第10条 生活環境部各課の所掌事務は、次のとおり

とする。 

環境立県推進課・脱炭素社会推進課 略 

衛生環境研究所 

(１) 公衆衛生及び環境に関する調査研究に関す

ること（環境放射能に係るものを除く。）。 

(２) 細菌学的検査に関すること。 

(３) 病理臨床試験検査に関すること。 

(４) 化学試験に関すること。 

(５) 食品の衛生検査に関すること。 

(６) 公害の防止のための試験検査に関するこ

と。 

(７) 開放施設等の提供に関すること。 

自然共生社会局自然共生課 略 

自然共生社会局山陰海岸ジオパーク海と大地の

自然館 

(１) 略  

(２) 山陰海岸ジオパークの保全及び利用促進に

関すること（緑豊かな自然課の所掌に属するも

のを除く。）。 

(３) 略 

自然共生社会局循環型社会推進課・自然共生社

会局水環境保全課 略 

くらしの安心局くらしの安心推進課 

(１)～(19) 略 

(20) 犯罪被害者に係る総合相談窓口に関するこ

と。 

(21) 略 

(22) 略 

(23) 略 

くらしの安心局消費生活センター～くらしの安

心局住宅政策課 略 

 

（原子力環境センターの所掌事務） 

第10条の２ 略 
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(５) 食品の衛生検査に関すること。 

(６) 公害の防止のための試験検査に関するこ

と。 

(７) 環境学習及び環境活動の支援に関するこ

と。 

 

 

 

（農林水産部各課の所掌事務） 

第12条 農林水産部各課の所掌事務は、次のとおり

とする。 

農林水産政策課 略 

農業振興局経営支援課 

(１)～(11) 略 

(12) その他局内他課の所掌に属しないこと。 

農業振興局農業大学校～水産振興局漁業調整課

略 

 

（農林水産部各課の所掌事務） 

第12条 農林水産部各課の所掌事務は、次のとおり

とする。 

農林水産政策課 略 

農業振興局経営支援課 

(１)～(11) 略 

 

農業振興局農業大学校～水産振興局漁業調整課

略 

 

（市場開拓局各課の所掌事務） 

第13条 市場開拓局各課の所掌事務は、次のとおり

とする。 

市場開拓局販路拡大・輸出促進課 

(１)～(６) 略 

(７) その他局内他課の所掌に属しないこと。 

市場開拓局食パラダイス推進課 略 

 

（市場開拓局各課の所掌事務） 

第13条 市場開拓局各課の所掌事務は、次のとおり

とする。 

市場開拓局販路拡大・輸出促進課 

(１)～(６) 略 

 

市場開拓局食パラダイス推進課 略 

 

（県土整備部各課の所掌事務） 

第14条 県土整備部各課の所掌事務は、次のとおり

とする。 

県土総務課・技術企画課 略 

道路局道路企画課 

(１)～(６) 略 

(７) その他局内他課の所掌に属しないこと。 

道路局道路建設課 略 

河川港湾局河川課 

(１)～(７) 略 

(８) その他局内他課の所掌に属しないこと。 

河川港湾局治山砂防課・河川港湾局港湾課 略 

 

（県土整備部各課の所掌事務） 

第14条 県土整備部各課の所掌事務は、次のとおり

とする。 

県土総務課・技術企画課 略 

道路局道路企画課 

(１)～(６) 略 

 

道路局道路建設課 略 

河川港湾局河川課 

(１)～(７) 略 

 

河川港湾局治山砂防課・河川港湾局港湾課 略 

 

（職制及び職務） 

第16条 部、局、課及び課内室に、それぞれその長

を置き、それぞれ当該部、局、課及び課内室の事

務をつかさどる。 

 

 

２～10 略 

11 大阪・関西万博鳥取県魅力発信強化戦略会議事

 

（職制及び職務） 

第16条 部、局、課及び課内室（政策戦略局東京本

部の拉致被害者対策調整室以外の課内室を除く。

以下この条において同じ。）に、それぞれその長

を置き、それぞれ当該部、局、課及び課内室の事

務をつかさどる。 

２～10 略 
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務局長を政策戦略本部に置き、大阪・関西万博鳥

取県魅力発信強化戦略会議の庶務をつかさどる。 

12 大阪・関西万博鳥取県魅力発信強化戦略会議事

務局次長を政策戦略本部に置き、大阪・関西万博

鳥取県魅力発信強化戦略会議事務局長を補佐させ

るとともに、2025年日本国際博覧会での展示及び

魅力発信の総合調整に関する事務をつかさどる。 

13 略 

14 略 

15 若者Ｕターン・定住戦略本部事務局長を輝く鳥

取創造本部に置き、とっとり若者Ｕターン・定住

戦略の統括に関する事務をつかさどる。 

16 略 

17 略 

18 略 

19 略 

20 略 

21 略 

22 略 

23 略 

24 略 

25 略 

26 略 

27 美術館整備監を地域社会振興部に置き、鳥取県

立美術館の整備の総合調整に関する事務をつかさ

どる。 

28 略 

 

 

 

 

 

 

29 略 

30 略 

 

 

 

 

 

 

 

11 略 

12 略 

 

 

 

13 略 

14 略 

15 略 

16 略 

17 略 

18 略 

19 略 

20 略 

21 略 

22 略 

23 略 

 

 

 

24 略 

25 クラスター対策監を福祉保健部に置き、新型コ

ロナウイルス感染症のクラスター対策に関する事

務をつかさどる。 

26 新型コロナウイルス感染症対策本部事務局長を

福祉保健部に置き、新型コロナウイルス感染症に

係る施策の総合調整に関する事務をつかさどる。 

27 略 

28 略 

 

（事務分担） 

第17条 職員の分担事務は、課（ねんりんピックは

ばたけ鳥取2024実施本部事務局及び感染症対策セ

ンターにあっては局）の長が定めるものとする。 

 

（内部組織） 

第21条 鳥取県中部総合事務所に、次の表の左欄に

掲げる局を置き、局の事務を分掌させるため、そ

れぞれ同表の右欄に掲げる課を置く。 

 

（事務分担） 

第17条 職員の分担事務は、課の長が定めるものと

する。 

 

 

（内部組織） 

第21条 鳥取県中部総合事務所に、次の表の左欄に

掲げる局を置き、局の事務を分掌させるため、そ

れぞれ同表の中欄に掲げる課を置き、それぞれ同
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県 民 福

祉局 

中部振興課 

会計総務課 

中山間地域振興チーム

倉吉児童相談所 

倉 吉 保

健所 

健康支援総務課 

医薬・感染症対策課 

生活安全課 

県 民 福

祉 局 ・

倉 吉 保

健所 

共生社会推進課 

地域福祉課 

環 境 建

築局 

環境・循環推進課 

建築住宅課 

農林局 農業振興課 

農商工連携チーム 

倉吉農業改良普及所 

東伯農業改良普及所 

地域整備課 

林業振興課 

県 土 整

備局 

建設総務課 

維持管理課 

用地課 

計画調査課 

道路都市課 

河川砂防課 

表の右欄に掲げる室（室に相当するものを含む。

以下同じ。）を置く。 

県 民 福

祉局 

中部振興課 

総務室 

中山間地域振興チーム

倉吉児童相談所 

倉 吉 保

健所 

健康支援総務課 

医薬・感染症対策課 

生活安全課 

県 民 福

祉 局 ・

倉 吉 保

健所 

共生社会推進課 

地域福祉課 

環 境 建

築局 

環境・循環推進課 

建築住宅課 

農林局 農業振興課 

農商工連携チーム 

倉吉農業改良普及所 

東伯農業改良普及所 

地域整備課 

林業振興課 

県 土 整

備局 

建設総務課 

維持管理課 

用地課 

計画調査課 

道路都市課 

河川砂防課 

２ 鳥取県西部総合事務所に、次の表の左欄に掲げ

る局を置き、局の事務を分掌させるため、それぞ

れ同表の中欄に掲げる課を置き、それぞれ同表の

右欄に掲げる室（室に相当するものを含む。以下

同じ。）を置く。 

県民福祉局  略 

会計総務課

 略 

 略 

３ 総合事務所の日野振興センターに、次の表の左

欄に掲げる局を置き、局の事務を分掌させるた

め、それぞれ同表の中欄に掲げる課を置き、それ

ぞれ同表の右欄に掲げる室を置く。 

 略 

日野県土整備

局 

建設総務課

 略 

用地課 

２ 鳥取県西部総合事務所に、次の表の左欄に掲げ

る局を置き、局の事務を分掌させるため、それぞ

れ同表の中欄に掲げる課を置き、それぞれ同表の

右欄に掲げる室を置く。 

 

県民福祉局  略 

総務室 

 略 

 略 

３ 総合事務所の日野振興センターに、次の表の左

欄に掲げる局を置き、局の事務を分掌させるた

め、それぞれ同表の中欄に掲げる課を置き、それ

ぞれ同表の右欄に掲げる室を置く。 

 略 

日野県土整備

局 

建設総務課 計画調査室 

 略 

用地課 
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計画調査課

   略 

  

   略 

  

（県民福祉局各課の所掌事務） 

第22条 中部総合事務所県民福祉局各課の所掌事務

は、次のとおりとする。 

県民福祉局中部振興課 略 

県民福祉局会計総務課 略 

県民福祉局中山間地域振興チーム 

中山間地域等の振興に関すること。 

県民福祉局倉吉児童相談所 略 

（県民福祉局各課の所掌事務） 

第22条 中部総合事務所県民福祉局各課の所掌事務

は、次のとおりとする。 

県民福祉局中部振興課 略 

県民福祉局総務室 略 

県民福祉局中山間地域振興チーム 

過疎・中山間地域の振興に関すること。 

県民福祉局倉吉児童相談所 略 

 

第22条の２ 西部総合事務所県民福祉局各課の所掌

事務は、次のとおりとする。 

県民福祉局西部振興課・県民福祉局西部観光商

工課 略 

県民福祉局会計総務課 略 

県民福祉局中山間地域振興チーム 

中山間地域等の振興に関すること(日野振興セン

ター日野振興局地域振興課の所掌に属するものを

除く。)。 

県民福祉局米子児童相談所 略 

 

第22条の２ 西部総合事務所県民福祉局各課の所掌

事務は、次のとおりとする。 

県民福祉局西部振興課・県民福祉局西部観光商

工課 略 

県民福祉局総務室 略 

県民福祉局中山間地域振興チーム 

過疎・中山間地域の振興に関すること(日野振興

センター日野振興局地域振興課の所掌に属するも

のを除く。)。 

県民福祉局米子児童相談所 略 

 

（県民福祉局及び保健所の所掌事務） 

第22条の３の２ 県民福祉局及び保健所各課の所掌

事務は次のとおりとする。 

県民福祉局共生社会推進課 略 

県民福祉局地域福祉課 

(１)～(６) 略  

(７) 困難な問題を抱える女性及び配偶者等から

の暴力の被害者の保護に係る相談等に関するこ

と。 

(８)・(９) 略 

 

（県民福祉局及び保健所の所掌事務） 

第22条の３の２ 県民福祉局及び保健所各課の所掌

事務は次のとおりとする。 

県民福祉局共生社会推進課 略 

県民福祉局地域福祉課 

(１)～(６) 略  

(７) 要保護女子及び配偶者等からの暴力の被害

者の保護に係る相談に関すること。 

 

(８)・(９) 略 

 

（県土整備局各課の所掌事務） 

第22条の７ 県土整備局及び米子県土整備局（以下

この条において「県土整備局」という。）各課の

所掌事務は、次のとおりとする。この場合におい

て、米子県土整備局各課の所掌事務からは、日野

振興センター日野県土整備局各課の所掌に属する

ものを除くものとする。 

県土整備局建設総務課～県土整備局用地課 略 

県土整備局計画調査課 

(１)～(３) 略 

(４) 山陰道の建設に係る調整に関すること。 

 

（県土整備局各課の所掌事務） 

第22条の７ 県土整備局及び米子県土整備局（以下

この条において「県土整備局」という。）各課の

所掌事務は、次のとおりとする。この場合におい

て、米子県土整備局各課の所掌事務からは、日野

振興センター日野県土整備局各課の所掌に属する

ものを除くものとする。 

県土整備局建設総務課～県土整備局用地課 略 

県土整備局計画調査課 

(１)～(３) 略 

(４) 山陰道の建設に係る調整に関すること（西
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県土整備局道路都市課・県土整備局河川砂防課

略 

部総合事務所に限る。）。 

県土整備局道路都市課・県土整備局河川砂防課

略 

 

（日野振興センター日野振興局各課の所掌事務） 

第22条の８ 日野振興センター日野振興局各課の所

掌事務は、次のとおりとする。 

日野振興センター日野振興局地域振興課 

日野郡の区域における次に掲げる事務 

(１)～(３) 略 

(４) 犬及び猫の引取りに関すること。 

(５)～(７) 略 

(８) 中山間地域等の振興に関すること。 

(９)～(11) 略 

日野振興センター日野振興局農林業振興課・日

野振興センター日野振興局日野農業改良普及所  

 略 

 

（日野振興センター日野振興局各課の所掌事務） 

第22条の８ 日野振興センター日野振興局各課の所

掌事務は、次のとおりとする。 

日野振興センター日野振興局地域振興課 

日野郡の区域における次に掲げる事務 

(１)～(３) 略 

(４) 犬及びねこの引取りに関すること。 

(５)～(７) 略 

(８) 過疎・中山間地域の振興に関すること。 

(９)～(11) 略 

日野振興センター日野振興局農林業振興課・日

野振興センター日野振興局日野農業改良普及所

 略 

 

（日野振興センター日野県土整備局各課の所掌事

務） 

第22条の９ 日野振興センター日野県土整備局各課

の所掌事務は、次のとおりとする。 

日野振興センター日野県土整備局建設総務課 

日野郡の区域における次に掲げる事務 

(１)・(２) 略 

 

 

 

 

 

 

 

(３) 略  

(４) 略 

日野振興センター日野県土整備局維持管理課・

日野振興センター日野県土整備局用地課 略 

日野振興センター日野県土整備局計画調査課 

(１) 土木工事の計画調整及び調査設計に関する

こと（日野振興センター日野県土整備局道路整

備課及び河川砂防課の所掌に属するものを除

く。）。 

(２) 土木工事の施工基準（設計単価及び歩掛を

含む。）に関すること。 

(３) 土木工事の設計審査に関すること。 

日野振興センター日野県土整備局道路整備課・

 

（日野振興センター日野県土整備局各課の所掌事

務） 

第22条の９ 日野振興センター日野県土整備局各課

の所掌事務は、次のとおりとする。 

日野振興センター日野県土整備局建設総務課 

日野郡の区域における次に掲げる事務 

(１)・(２) 略 

(３) 土木工事の計画調整及び調査設計に関する

こと（日野振興センター日野県土整備局道路整

備課及び河川砂防課の所掌に属するものを除

く。）。 

(４) 土木工事の施工基準（設計単価及び歩掛を

含む。）に関すること。 

(５) 土木工事の設計審査に関すること。 

(６) 略  

(７) 略  

日野振興センター日野県土整備局維持管理課・

日野振興センター日野県土整備局用地課 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

日野振興センター日野県土整備局道路整備課・
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日野振興センター日野県土整備局河川砂防課 

略 

日野振興センター日野県土整備局河川砂防課 

略 

 

(内部組織及び所掌事務) 

第34条 東部地域振興事務所に、次の表に掲げる課

等を置く。 

東部振興課 

八頭振興課 

略 

２ 各課等の所掌事務は、次のとおりとする。 

東部振興課 

(１) 本庁と東部庁舎及び八頭庁舎内の地方機関

との連絡調整に関すること。 

(２) 県東部圏域の活性化に関すること（八頭振

興課の所掌に属するものを除く。）。 

(３) 略  

(４) 県東部圏域に係る特定非営利活動法人等に

関すること（八頭振興課の所掌に属するものを

除く。)。 

(５) 略 

(６) 略 

(７) 略 

(８) その他所内他課の所掌に属しないこと。 

八頭振興課 

(１) 八頭郡の区域における地域の活性化に関す

ること。 

(２) 八頭郡の区域に係る特定非営利活動法人等

に関すること。 

(３) 鳥取県八頭庁舎の庁舎管理に関すること。 

(４) 鳥取県八頭庁舎の車両に関すること（八頭

県土整備事務所維持管理課の所掌に属するもの

を除く。）。 

(５) 鳥取県東部農林事務所八頭事務所、鳥取県

鳥獣対策センター及び鳥取県八頭県土整備事務

所の予算経理及び庶務に関すること（総合事務

センター庶務集中課及び物品契約課並びに統括

審査課並びに鳥取県東部農林事務所八頭事務所

農林業振興課及び鳥取県八頭県土整備事務所建

設総務課の所掌に属するものを除く。）。 

中山間地域振興チーム 

中山間地域等の振興に関すること。 

 

（内部組織） 

第72条 倉吉総合看護専門学校に総務課及び教務課

を置く。 

 

（内部組織及び所掌事務） 

第34条 東部地域振興事務所に、次の表に掲げる課

等を置く。 

東部振興課 

略 

２ 各課等の所掌事務は、次のとおりとする。 

東部振興課 

 

 

(１) 県東部圏域の活性化に関すること（本庁と

各地方機関との間の総合調整を含む。）。 

(２) 略  

(３) 県東部圏域に係る特定非営利活動法人等に

関すること。 

 

(４) 略 

(５) 略 

(６) 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中山間地域振興チーム 

過疎・中山間地域の振興に関すること。 

 

（内部組織） 

第72条 倉吉総合看護専門学校に教務課を置く。 
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（所掌事務） 

第76条 精神保健福祉センターは、県民の精神保健

の向上及び精神障害者の福祉の増進を図るため、

次に掲げる事務を所掌する。 

 (１)・(２) 略 

(３) 精神保健及び精神障害者の福祉に関する相

談及び援助のうち複雑又は困難なものに関する

こと。 

(４)～(９) 略 

 

（所掌事務） 

第81条 福祉相談センターは、児童及び困難な問題

を抱える女性の福祉並びに配偶者等からの暴力の

防止及び被害者の保護に関する相談等についての

総合企画及び連絡調整を行う事務を所掌する。 

（所掌事務） 

第76条 精神保健福祉センターは、県民の精神保健

の向上及び精神障害者の福祉の増進を図るため、

次に掲げる事務を所掌する。 

 (１)・(２) 略 

(３) 精神保健及び精神障害者の福祉に関する相

談及び指導のうち複雑又は困難なものに関する

こと。 

(４)～(９) 略 

 

（所掌事務） 

第81条 福祉相談センターは、児童及び要保護女子

の福祉並びに配偶者等からの暴力の防止及び被害

者の保護に関する相談についての総合企画及び連

絡調整を行う事務を所掌する。 

 

（内部組織） 

第85条 次の表の左欄に掲げる児童相談所ごとに、

それぞれ当該右欄に掲げる課を置く。 

 略 

鳥取県倉吉児童相談所 中部総合事務所県民

福祉局倉吉児童相談

所総務課 中部総合

事務所県民福祉局倉

吉児童相談所相談課

中部総合事務所県

民福祉局倉吉児童相

談所判定保護課 

鳥取県米子児童相談所 西部総合事務所県民

福祉局米子児童相談

所総務課 西部総合

事務所県民福祉局米

子児童相談所相談課    

西部総合事務所県

民福祉局米子児童相

談所判定課 西部総

合事務所県民福祉局

米子児童相談所一時

保護課 

 

（内部組織） 

第85条 次の表の左欄に掲げる児童相談所ごとに、

それぞれ当該右欄に掲げる課を置く。 

 略 

鳥取県倉吉児童相談所 中部総合事務所県民

福祉局倉吉児童相談

所相談課 中部総合

事務所県民福祉局倉

吉児童相談所判定保

護課 

 

 

鳥取県米子児童相談所 西部総合事務所県民

福祉局米子児童相談

所相談課 西部総合

事務所県民福祉局米

子児童相談所判定課

西部総合事務所県

民福祉局米子児童相

談所一時保護課 

 

 

 

 

第４款 女性相談支援センター 

 

（名称、位置及び所管区域） 

第86条 鳥取県女性相談支援センター設置条例（平

 

第４款 婦人相談所 

 

（名称、位置及び所管区域） 

第86条 鳥取県婦人相談所設置条例（平成12年鳥取
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成12年鳥取県条例第７号）第１条の規定により設

置された女性相談支援センターの名称、位置及び

所管区域は、次のとおりである。 

名称 位置 所管区域 

鳥取県女性相

談支援センタ

ー 

 略   

 

（所掌事務） 

第87条 女性相談支援センターは、次に掲げる事務

を所掌する。 

(１) 困難な問題を抱える女性への支援に関する

法律（令和４年法律第52号）第９条第３項各号

に掲げる困難な問題を抱える女性への支援に関

する事務 

(２) 略  

県条例第７号）第１条の規定により設置された婦

人相談所の名称、位置及び所管区域は、次のとお

りである。 

名称 位置 所管区域 

鳥取県婦人相

談所 

 略   

 

（所掌事務） 

第87条 婦人相談所は、次に掲げる事務を所掌す

る。 

(１) 売春防止法（昭和31年法律第118号）第34条

第３項各号に掲げる要保護女子の保護更生に関

する事務 

 

(２) 略  

 

（所掌事務） 

第92条 障害児入所施設は、次に掲げる事務を所掌

する。 

(１) 児童福祉法第42条第１項第１号の規定によ

る障害児の入所による保護並びに日常生活にお

ける基本的な動作及び独立自活に必要な知識技

能の習得のための支援に関すること（鳥取県立

皆成学園に限る。）。 

(２) 児童福祉法第42条第１項第２号の規定によ

る障害児の入所による保護、日常生活における

基本的な動作及び独立自活に必要な知識技能の

習得のための支援並びに治療に関すること（鳥

取県立総合療育センターに限る。）。 

(３)・(４) 略 

２ 児童発達支援センターは、児童福祉法第43条の

規定による地域の障害児の健全な発達において中

核的な役割を担う機関として、障害児の通所によ

る高度の専門的な知識及び技術を必要とする児童

発達支援の提供並びに障害児の家族、指定障害児

通所支援事業者その他の関係者に対する相談、専

門的な助言その他の必要な援助に関する事務を所

掌する。 

 

（所掌事務） 

第92条 障害児入所施設は、次に掲げる事務を所掌

する。 

(１) 児童福祉法第42条第１項第１号の規定によ

る障害児の入所による保護、日常生活の指導及

び独立自活に必要な知識技能の付与に関するこ

と（鳥取県立皆成学園に限る。）。 

 

(２) 児童福祉法第42条第１項第２号の規定によ

る障害児の入所による保護、日常生活の指導、

独立自活に必要な知識技能の付与及び治療に関

すること（鳥取県立総合療育センターに限

る。）。 

(３)・(４) 略 

２ 児童発達支援センターは、児童福祉法第43条第

１項第２号の規定による障害児の通所による日常

生活における基本的動作の指導、独立自活に必要

な知識技能の付与、集団生活への適応のための訓

練及び治療に関する事務を所掌する。 

 

（所掌事務） 

第95条 略 

 

第２款 犯罪被害者総合サポートセンタ

ー  

 

（所掌事務） 

第95条 略 
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（名称、位置及び所管区域） 

第95条の２ 犯罪被害者総合サポートセンターを次

のとおり置く。 

名称 位置 所管区域 
犯罪被害者総

合サポートセ

ンター 

鳥取市 鳥取県の区域 

 

（所掌事務） 

第95条の３ 犯罪被害者総合サポートセンターは、

犯罪の被害に係る総合相談窓口及び犯罪の被害者

等への緊急的支援、相談支援、生活支援、経済的

支援その他必要な支援に関する事務を所掌する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３款 略 

 

第４款 略 

 

第５款 略 

 

（内部組織及び所掌事務） 

第108条 東部農林事務所に、次の表に掲げる課等を

置く。 

 

農業振興課 

農商工連携チーム 

鳥取農業改良普及所 

地域整備課 
２・３ 略 

 

第２款 略 

 

第３款 略 

 

第４款 略 

 

（内部組織及び所掌事務） 

第108条 東部農林事務所に、次の表の左欄に掲げる

課等を置き、課等の事務を分掌させるため、それ

ぞれ同表の右欄に掲げる室を置く。 

農業振興課 
農商工連携チーム 
鳥取農業改良普及所 
地域整備課 

２・３ 略 

 

(内部組織及び所掌事務) 

第140条 次の表の左欄に掲げる県土整備事務所ごと

に、それぞれ同表の右欄に掲げる課を置く。 

 

 

鳥取県鳥取県

土整備事務所

建設総務課

維持管理課

用地課 
計画調査課

道路都市課

河川砂防課

鳥取県八頭県

土整備事務所

建設総務課

維持管理課

 

（内部組織及び所掌事務） 

第140条 次の表の左欄に掲げる県土整備事務所ごと

に、それぞれ同表の中欄に掲げる課等を置き、課

等の事務を分掌させるため、それぞれ同表の右欄

に掲げる室を置く。 

鳥取県鳥取県

土整備事務所 
建設総務課

維持管理課

用地課 
計画調査課

道路都市課

河川砂防課

鳥取県八頭県

土整備事務所 
建設総務課 計画調査室 
維持管理課
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用地課 

計画調査課

道路整備課

河川砂防課

２ 各課の所掌事務は、次のとおりとする。 

建設総務課 

 

 

 

(１)～(３) 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(４) 略 

維持管理課・用地課 略 

計画調査課 

(１) 土木工事の計画調整及び調査設計に関する

こと（道路都市課及び道路整備課並びに河川砂

防課の所掌に属するものを除く。）。 

 

 

(２)・(３) 略 

道路都市課及び道路整備課・河川砂防課 略 

用地課 

道路整備課

河川砂防課

２ 各課の所掌事務は、次のとおりとする。 

建設総務課 

次に掲げる事務（第４号から第９号までに掲げ

る事務にあっては、鳥取県八頭県土整備事務所に

限る。） 

(１)～(３) 略 

(４) 土木工事の計画調整及び調査設計に関する

こと（八頭県土整備事務所道路整備課及び八頭

県土整備事務所河川砂防課の所掌に属するもの

を除く。）。 

(５) 土木工事の施工基準（設計単価及び歩掛を

含む。）に関すること。 

(６) 土木工事の設計審査に関すること。 

(７) 鳥取県八頭庁舎の庁舎管理に関すること。 

(８) 鳥取県八頭庁舎の車両に関すること（維持

管理課の所掌に属するものを除く。）。 

(９) 鳥取県東部農林事務所八頭事務所、鳥取県

鳥獣対策センター及び鳥取県八頭県土整備事務

所の予算経理及び庶務に関すること（総合事務

センター庶務集中課及び物品契約課並びに統括

審査課並びに鳥取県東部農林事務所八頭事務所

農林業振興課の所掌に属するものを除く。）。 

(10) 略  

維持管理課・用地課 略 

計画調査課 

(１) 土木工事の計画調整及び調査設計に関する

こと（鳥取県土整備事務所道路都市課、鳥取県

土整備事務所河川砂防課及び鳥取県土整備事務

所山陰道・岩美道路推進室の所掌に属するもの

を除く。）。 

(２)・(３) 略 

道路都市課及び道路整備課・河川砂防課 略 

 

（附属機関の庶務担当機関） 

第155条 鳥取県附属機関条例（平成25年鳥取県条例

第53号）第２条第１項の規定により設置された附

属機関の庶務担当機関は、次のとおりとする。 

附属機関 庶務担当機関 
 略 
鳥取県中山間地域等活

性化・移住定住促進協

中山間・地域振興局

中山間・地域振興課

 

（附属機関の庶務担当機関） 

第155条 鳥取県附属機関条例（平成25年鳥取県条例

第53号）第２条第１項の規定により設置された附

属機関の庶務担当機関は、次のとおりとする。 

附属機関 庶務担当機関 
 略 
鳥取県中山間地域等活

性化・移住定住促進協

中山間・地域振興局

人口減少社会対策課
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議会 
 略 
鳥取県県民投票選択肢

等検討委員会 
県民課 

鳥取県情報公開・個人

情報保護審査会 
県民課（政策法務課

及び市町村課が担当

する事務を除く。）

 略 
 略  文化政策課 
鳥取県文化芸術事業評

価委員会 

鳥取県美術資料収集評

価委員会 
美術館 

 略 
鳥取県感染症対策協議

会 
感染症対策センター

 略 

鳥取県廃棄物審議会 自然共生社会局循環

型社会推進課（産業

廃棄物処理施設審査

準備室が担当する事

務を除く。） 

産業廃棄物処理施設

審査準備室（公益財

団法人鳥取県環境管

理事業センターが米

子市淀江町小波地内

に設置を計画してい

る産業廃棄物処理施

設に関するものに限

る。） 

 略 
２ 略 

 

議会 
 略 
鳥取県県民投票選択肢

等検討委員会 
県民参画協働課 

鳥取県情報公開・個人

情報保護審査会 
県民参画協働課（政

策法務課及び市町村

課が担当する事務を

除く。） 
 略 

 略  文化政策課 
鳥取県文化芸術事業評

価委員会 

 略 
鳥取県感染症対策協議

会 
感染症対策局感染症

対策課 
 略 

鳥取県廃棄物審議会 自然共生社会局循環

型社会推進課 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 略 
２ 略 

 

（鳥取県庁舎管理規則の一部改正） 

第２条 鳥取県庁舎管理規則（昭和31年鳥取県規則第77号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

（庁舎管理者等） 

第１条の２ 次の表の左欄に掲げる庁舎（これらの

敷地で知事の管理に属するものを含む。以下同

じ。）に庁舎管理者を置き、それぞれ同表の右欄

（庁舎管理者等） 

第１条の２ 次の表の左欄に掲げる庁舎（これらの

敷地で知事の管理に属するものを含む。以下同

じ。）に庁舎管理者を置き、それぞれ同表の右欄
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に定める職にある者をもって充てる。 

 略 

八頭庁舎 東部地域振興事務所

長 

 略 

２・３ 略 

に定める職にある者をもって充てる。 

 略 

八頭庁舎 八頭県土整備事務所

長 

 略 

２・３ 略 

（職員の職の設置に関する規則の一部改正） 

第３条 職員の職の設置に関する規則（昭和39年鳥取県規則第６号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

別表（第２条関係） 

統轄監、部長、本部長、所長、理事監、令和５

年台風第７号災害復旧・復興本部事務局長、大

阪・関西万博鳥取県魅力発信強化戦略会議事務局

長、美術館整備監、会計管理者、次長、局長、事

務局長、参事監、鳥取県ＳＤＧｓ
エスディージーズ

推進・温室効果

ガス削減戦略本部事務局長、鳥取県Society5.0推

進本部事務局長、若者Ｕターン・定住戦略本部事

務局長、サイクルツーリズム振興監、業務適正化

推進本部事務局長、原子力安全対策監、文化振興

監、関西ワールドマスターズゲームズ鳥取県実施

本部事務局長、経済産業振興監、課長、室長、副

局長、校長、館長、園長、チーム長、サブチーム

長、副所長、副校長、参事、副本部長、大阪・関

西万博鳥取県魅力発信強化戦略会議事務局次長、

債権管理幹、官房長、副官房長、業務適正化推進

幹、業務適正化監察幹、危機管理専門官、危機管

理情報官、原子力モニタリング専門官、原子力防

災訓練推進官、原子力安全監督官、中部復興支援

幹、副館長、星空環境推進幹、支所長、主任教

授、総括検査専門員、検査専門員、課長補佐、主

幹、総括主計員、地方交通主幹、中山間地域振興

リーダー、管理栄養主幹、診療放射線主幹、理学

療法主幹、作業療法主幹、歯科衛生主幹、言語聴

覚主幹、臨床心理主幹、教務主幹、保育士長、教

授、専技主幹、普及主幹、検査主幹、係長、副主

幹、主計員、教務主任、身体障害者福祉司、知的

障害者福祉司、管理栄養主任、診療放射線主任、

理学療法主任、作業療法主任、歯科衛生主任、言

語聴覚主任、臨床心理主任、副保育士長、職業訓

練指導主任、普及主任、准教授、農業専門技術

員、林業専門技術員、主事、講師、機械技師、電

気技師、衛生技師、造園技師、建築技師、農林技

別表（第２条関係） 

統轄監、部長、本部長、局長、所長、理事監、

令和５年台風第７号災害復旧・復興本部事務局

長、会計管理者、次長、参事監、鳥取県ＳＤＧｓ
エスディージーズ

推進・温室効果ガス削減戦略本部事務局長、サイ

クルツーリズム振興監、原子力安全対策監、鳥取

県Society5.0推進本部事務局長、文化振興監、ク

ラスター対策監、新型コロナウイルス感染症対策

本部事務局長、官房長、経済産業振興監、業務適

正化推進本部事務局長、関西ワールドマスターズ

ゲームズ鳥取県実施本部事務局長、室長、副局

長、校長、館長、園長、課長、星空環境推進幹、

中部復興支援幹、参事、危機管理専門官、危機管

理情報官、原子力モニタリング専門官、原子力防

災訓練推進官、原子力安全監督官、副官房長、事

務局長、主任教授、副所長、副校長、総括検査専

門員、検査専門員、債権管理幹、税務専門員、用

地専門員、業務適正化推進幹、業務適正化監察

幹、チーム長、副本部長、支所長、中山間地域振

興リーダー、課長補佐、主幹、室長補佐、教授、

総括主計員、主計員、税務主幹、地方交通主幹、

教務主幹、専技主幹、普及主幹、用地主幹、係

長、副主幹、教務主任、身体障害者福祉司、知的

障害者福祉司、査察指導員、保育士長、副保育士

長、准教授、農業専門技術員、生活改良専門技術

員、林業専門技術員、普及指導員、林業普及指導

員、管理栄養主任、診療放射線主任、理学療法主

任、作業療法主任、歯科衛生主任、言語聴覚主

任、臨床心理主任、職業訓練指導主任、社会福祉

主任、児童福祉主任、児童指導主任、児童心理主

任、精神福祉主任、精神保健福祉主任、心理判定

主任、心理療法主任、医療ソーシャルワーカー主

任、主事、観光誘客チーフコーディネーター、ス
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師、水産技師、土木技師、観光誘客チーフコーデ

ィネーター、教官、学芸員補、スポーツ指導主

事、保健師、社会福祉主事、精神福祉主事、心理

療法士、心理判定員、管理栄養士、理学療法士、

医療ソーシャルワーカー、臨床心理士、薬剤師、

看護師、歯科衛生士、児童心理司、児童福祉司、

児童自立支援専門員、児童指導員、児童生活支援

員、保育士、職業訓練指導員、改良普及員、林業

改良指導員、専門員、総括専門員、文化財主事、

場長、上席研究員、分場長、試験地長、主幹学芸

員、主幹研究員、室長補佐、主任学芸員、主任研

究員、研究員、学芸員、院長、院長代理、副院

長、医長、副医長、医師、歯科医師、臨床検査主

幹、臨床検査主任、臨床検査技師、診療放射線技

師、作業療法士、言語聴覚士、看護師長、副看護

師長、看護主任、准看護師、船長、機関長、航海

長、通信長、漁業取締専門員、機関士長、航海士

長、通信士長、機関士、航海士、機関員、甲板

員、現業職長、現業技術員、農業技手、畜産技

手、現業主事、介助員、隊長、副隊長、隊員、保

安管理員、液化石油ガス検査員、医療監視員、薬

事監視員、査察指導員、毒物劇物監視員、麻薬取

締員、栄養指導員、環境衛生指導員、食品衛生監

視員、家庭用品衛生監視員、防疫員、肥料検査

員、土地調査員、建築主事、建築監視員、狂犬病

予防員、動物愛護管理員、狂犬病予防技術員、動

物愛護技術員、鳥取砂丘レンジャー、公営住宅監

理員、小作主事、普及指導員、と畜検査員、地方

種畜検査委員、家畜防疫員、林業普及指導員、森

林害虫防除員、魚類防疫員、漁業監督吏員、道路

監理員、河川監理員、砂防管理員、出納員、分任

出納員、会計員、企業出納員及び現金取扱員 

ポーツ指導主事、学芸員補、機械技師、電気技

師、衛生技師、造園技師、建築技師、商工技師、

農林技師、水産技師、土木技師、教官、保健師、

社会福祉主事、精神福祉主事、精神保健福祉士、

心理療法士、心理判定員、児童心理司、児童福祉

司、児童自立支援専門員、児童指導員、児童生活

支援員、生活指導員、保育士、管理栄養士、理学

療法士、医療ソーシャルワーカー、臨床心理士、

臨床検査技師、講師、薬剤師、看護師、歯科衛生

士、職業訓練指導員、改良普及員、林業改良指導

員、専門員、総括専門員、副館長、文化財主事、

場長、上席研究員、分場長、試験地長、主幹学芸

員、主幹研究員、主任学芸員、サブチーム長、主

任研究員、研究員、学芸員、院長、副院長、医

長、副医長、医師、歯科医師、診療放射線技師、

作業療法士、言語聴覚士、看護師長、副看護師

長、看護主任、准看護師、船長、機関長、機関士

長、航海士長、漁業取締専門員、機関士、航海

士、現業職長、現業技術員、農業技手、畜産技

手、現業主事、介助員、映画監督、映画制作スタ

ッフ、隊長、副隊長、隊員、保安管理員、液化石

油ガス検査員、医療監視員、薬事監視員、毒物劇

物監視員、麻薬取締員、栄養指導員、環境衛生指

導員、食品衛生監視員、家庭用品衛生監視員、防

疫員、肥料検査員、土地調査員、建築主事、建築

監視員、狂犬病予防員、動物愛護管理員、狂犬病

予防技術員、動物愛護技術員、鳥取砂丘レンジャ

ー、公営住宅監理員、小作主事、と畜検査員、地

方種畜検査委員、家畜防疫員、森林害虫防除員、

魚類防疫員、漁業監督吏員、道路監理員、河川監

理員、砂防管理員、出納員、分任出納員、会計

員、企業出納員及び現金取扱員 

 

（鳥取県物品事務取扱規則の一部改正） 

第４条 鳥取県物品事務取扱規則（昭和39年鳥取県規則第12号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

（物品出納員） 

第５条 略 

２ 略 

３ 物品出納員は、次に定める者をもってこれに充

てる。 

(１)～(４) 略 

(５) 労働委員会事務局にあっては、会計事務を

（物品出納員） 

第５条 略 

２ 略 

３ 物品出納員は、次に定める者をもってこれに充

てる。 

(１)～(４) 略 

(５) 労働委員会事務局にあっては、会計事務を
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担当する課長補佐の職にある者 

(６) 略 

４ 略 

担当する主幹の職にある者 

(６) 略 

４ 略 

（鳥取県事務処理権限規則の一部改正） 

第５条 鳥取県事務処理権限規則（平成８年鳥取県規則第32号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

(定義) 

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語

の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによ

る。 

(１)～(12) 略 

(13) 課内室長 組織規則第６条の表の第４欄に

掲げる課内室（衛生環境研究所に置かれるもの

を除く。）の長（組織規則第16条第６項の規定

により置かれる副局長であって組織規則第６条

の表の第２欄に掲げる局のうち当該局内に課が

置かれない局に置かれるものを含む。）をい

う。 

(14)～(17) 略 

(18) 課長 組織規則第６条の表の第３欄に掲げ

る課の長（同表の第２欄に掲げる局のうち当該

局内に課が置かれない局の長を含む。）をい

う。 

(19)～(23) 略 

（定義） 

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語

の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによ

る。 

(１)～(12) 略 

(13) 課内室長 組織規則第６条の表の第４欄に

掲げる課内室（東京本部、関西本部及び衛生環

境研究所に置かれるものを除く。）の長をい

う。 

 

 

 

(14)～(17) 略 

(18) 課長 組織規則第６条の表の第３欄に掲げ

る課の長をいう。 

 

 

(19)～(23) 略

（日本の国籍を有しない者を任用することができない職の範囲を定める規則の一部改正） 

第６条 日本の国籍を有しない者を任用することができない職の範囲を定める規則（平成12年鳥取県規則第７

号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

（公の意思の形成への参画に携わる職） 

第３条 公の意思の形成への参画に携わる職は、次

に掲げる職とする。 

(１) 鳥取県行政組織条例（平成６年鳥取県条例

第５号。以下「組織条例」という。）第14条第

１項に規定する統轄監及び部長、鳥取県行政組

織規則（昭和39年鳥取県規則第13号。以下「組

織規則」という。）第16条第１項の規定により

置かれる局及び課の長、同条第６項の規定によ

り置かれる次長及び同項の規定により置かれる

副局長であって組織規則第６条の表の第２欄に

（公の意思の形成への参画に携わる職） 

第３条 公の意思の形成への参画に携わる職は、次

に掲げる職とする。 

(１) 鳥取県行政組織条例（平成６年鳥取県条例

第５号。以下「組織条例」という。）第14条第

１項に規定する統轄監及び部長、鳥取県行政組

織規則（昭和39年鳥取県規則第13号。以下「組

織規則」という。）第16条第１項の規定により

置かれる局及び課の長、同条第６項の規定によ

り置かれる次長、同条第８項の規定により置か

れる理事監及び参事監、同条第11項の規定によ
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掲げる局のうち当該局内に課が置かれない局に

置かれるもの、第16条第８項の規定により置か

れる理事監及び参事監、同条第13項の規定によ

り置かれる債権管理幹、同条第20項の規定によ

り置かれる危機管理専門官、同条第21項の規定

により置かれる危機管理情報官、同条第22項の

規定により置かれる原子力安全対策監、同条第

23項の規定により置かれる原子力モニタリング

専門官、同条第24項の規定により置かれる原子

力防災訓練推進官、同条第25項の規定により置

かれる原子力安全監督官並びに同条第30項の規

定により置かれる経済産業振興監 

 

 

(２)～(５) 略 

り置かれる債権管理幹、同条第13項の規定によ

り置かれるサイクルツーリズム振興監、同条第

17項の規定により置かれる危機管理専門官、同

条第18項の規定により置かれる危機管理情報

官、同条第19項の規定により置かれる原子力安

全対策監、同条第20項の規定により置かれる原

子力モニタリング専門官、同条第21項の規定に

より置かれる原子力防災訓練推進官、同条第22

項の規定により置かれる原子力安全監督官、同

条第23項の規定により置かれる文化振興監、同

条第25項の規定により置かれるクラスター対策

監、同条第26項の規定により置かれる新型コロ

ナウイルス感染症対策本部事務局長並びに同条

第28項の規定により置かれる経済産業振興監 

(２)～(５) 略 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和６年４月１日から施行する。 

（鳥取県用品調達等集中管理事業特別会計で取り扱う用品等の範囲を定める規則の一部改正） 

２ 鳥取県用品調達等集中管理事業特別会計で取り扱う用品等の範囲を定める規則（昭和39年鳥取県規則第18

号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

（事務の範囲） 

第２条 条例別表の１の項の第２欄の規則で定める

事務は、次に掲げるとおりとする。 

(１) 略 

(２) 庶務集中課、中部総合事務所、西部総合事

務所及び東部地域振興事務所が集中管理する自

動車の購入費、賃借料、燃料費、維持管理経

費、自動車重量税及び自動車損害賠償責任保険

契約に基づく保険料並びに当該自動車を運転し

て出張する運転士に支給する旅費の支払に関す

る事務並びに庶務集中課において賃貸借契約を

締結した自動車を保管する部又は地方機関の当

該自動車の賃借料の支払に関する事務 

 

(３)～(11) 略 

（事務の範囲） 

第２条 条例別表の１の項の第２欄の規則で定める

事務は、次に掲げるとおりとする。 

(１) 略 

(２) 庶務集中課、中部総合事務所、西部総合事

務所、東部地域振興事務所及び八頭県土整備事

務所が集中管理する自動車の購入費、賃借料、

燃料費、維持管理経費、自動車重量税及び自動

車損害賠償責任保険契約に基づく保険料並びに

当該自動車を運転して出張する運転士に支給す

る旅費の支払に関する事務並びに庶務集中課に

おいて賃貸借契約を締結した自動車を保管する

部又は地方機関の当該自動車の賃借料の支払に

関する事務 

(３)～(11) 略 

（鳥取県公報発行規則の一部改正） 

３ 鳥取県公報発行規則（平成５年鳥取県規則第20号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 
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（公報の閲覧） 

第４条 公報は、地域社会振興部県民課の適当な場

所に備え置くとともに、インターネットを利用し

て一般の閲覧に供する。 

（公報の閲覧） 

第４条 公報は、地域社会振興部県民参画協働課の

適当な場所に備え置くとともに、インターネット

を利用して一般の閲覧に供する。 

（鳥取県知事の資産等の公開に関する規則の一部改正） 

４ 鳥取県知事の資産等の公開に関する規則（平成７年鳥取県規則第104号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

（報告書の閲覧） 

第７条 略 

２ 略 

３ 閲覧は、鳥取県地域社会振興部県民課、鳥取県

中部総合事務所県民福祉局並びに鳥取県西部総合

事務所県民福祉局及び日野振興センター日野振興

局で、執務時間中にしなければならない。 

 

４～６ 略 

（報告書の閲覧） 

第７条 略 

２ 略 

３ 閲覧は、鳥取県地域社会振興部県民参画協働

課、鳥取県中部総合事務所県民福祉局並びに鳥取

県西部総合事務所県民福祉局及び日野振興センタ

ー日野振興局で、執務時間中にしなければならな

い。 

４～６ 略 

（鳥取県公の施設における指定管理者の指定手続等に関する条例施行規則の一部改正） 

５ 鳥取県公の施設における指定管理者の指定手続等に関する条例施行規則（平成16年鳥取県規則第91号）の一

部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

（指定管理者の事業報告書等の公表） 

第３条 条例第９条第２項の規則で定める方法は、

鳥取県地域社会振興部県民課、鳥取県中部総合事

務所県民福祉局並びに鳥取県西部総合事務所県民

福祉局及び日野振興センター日野振興局で、執務

時間中閲覧に供する方法とする。 

２ 略 

（指定管理者の事業報告書等の公表） 

第３条 条例第９条第２項の規則で定める方法は、

鳥取県地域社会振興部県民参画協働課、鳥取県中

部総合事務所県民福祉局並びに鳥取県西部総合事

務所県民福祉局及び日野振興センター日野振興局

で、執務時間中閲覧に供する方法とする。 

２ 略 
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議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例施行規則及び職員の退職手当の支給に関する規

則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和６年３月29日 

鳥取県知事 平 井 伸 治   

鳥取県規則第13号 

議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例施行規則及び職員の退職手当の支給に関

する規則の一部を改正する規則 

 

（議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例施行規則の一部改正） 

第１条 議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例施行規則（昭和43年鳥取県規則第12号）

の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

 

（休業補償を行わない場合） 

第６条の３ 条例第７条ただし書の規則で定める場合

は、次に掲げる場合とする。 

(１)・(２) 略 

 

（休業補償を行わない場合） 

第６条の３ 条例第７条ただし書の規則で定める場合

は、次に掲げる場合とする。 

(１)・(２) 略 

(３) 売春防止法（昭和31年法律第118号）第17条

の規定により婦人補導院に収容されている場合 

   

（職員の退職手当の支給に関する規則の一部改正） 

第２条 職員の退職手当の支給に関する規則（昭和51年鳥取県規則第25号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

 

（条例第15条第10項第２号に規定する規則で定める理

由により就職が困難な者） 

第15条の３ 条例第15条第10項第２号イに規定する規

則で定める理由により就職が困難な者は、次のとお

りとする。 

(１)～(３) 略 

(４) 更生保護法（平成19年法律第88号）第48条各

号又は第85条第１項各号に掲げる者であって、そ

の者の職業のあっせんに関し保護観察所長から公

共職業安定所長に連絡のあったもの 

 

 

(５) 略  

 

 

（条例第15条第10項第２号に規定する規則で定める理

由により就職が困難な者） 

第15条の３ 条例第15条第10項第２号に規定する規則

で定める理由により就職が困難な者は、次のとおり

とする。 

(１)～(３) 略 

(４) 売春防止法（昭和31年法律第118号）第26条

第１項の規定により保護観察に付された者及び更

生保護法（平成19年法律第88号）第48条各号又は

第85条第１項各号に掲げる者であって、その者の

職業のあっせんに関し保護観察所長から公共職業

安定所長に連絡のあったもの 

(５) 略  

   

附 則 

この規則は、令和６年４月１日から施行する。ただし、第２条中職員の退職手当の支給に関する規則第15条の

３各号列記以外の部分の改正規定は、公布の日から施行する。
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とっとり県民の日条例第４条の使用料等を定める規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和６年３月29日 

鳥取県知事 平 井 伸 治   

鳥取県規則第14号 

とっとり県民の日条例第４条の使用料等を定める規則の一部を改正する規則 

 

とっとり県民の日条例第４条の使用料等を定める規則（平成10年鳥取県規則第34号）の一部を次のように改正

する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

 

とっとり県民の日条例（平成10年鳥取県条例第13

号）第４条の規則で定める使用料又は利用に係る料

金は、次のとおりとする。 

(１) 略 

(２) 鳥取県都市公園条例（昭和54年鳥取県条例

第31号）第14条第１項の規定に基づく使用料又

は第15条第１項の規定に基づく利用料金（同条

例第８条第１項に規定する有料公園施設（次号

において「有料公園施設」という。）に係るもの

を除く。）のうち、鳥取県立布勢総合運動公園及

び鳥取県立東郷湖羽合臨海公園（中国庭園燕趙

園を除く。）の集会、展示会その他これらに類す

る催しに係るもの（ふさわしい行事を行う場合

に限る。） 

(３) 鳥取県都市公園条例第15条第１項の規定に

基づく利用料金（有料公園施設に係るものに限

る。）のうち、次に掲げる施設の利用に係るもの

ア 鳥取県立布勢総合運動公園の陸上競技場

（トレーニングルームを除く。）、野球場、球

技場、補助競技場、投てき場、鳥取県民体育

館（トレーニングルームを除く。）及び多目的

広場並びに鳥取県立東郷湖羽合臨海公園のあ

やめ池スポーツセンター（トレーニングルー

ムを除く。）、東郷湖カヌーセンター（カヌー

艇庫を除く。）、屋根のある多目的広場及び南

谷多目的広場（専用利用の場合にあっては、

ふさわしい行事を行うときに限る。） 

イ・ウ 略 

(４)～(７) 略 

 

 

とっとり県民の日条例（平成10年鳥取県条例第13

号）第４条の規則で定める使用料又は利用に係る料

金は、次のとおりとする。 

(１) 略 

(２) 鳥取県都市公園条例（昭和54年鳥取県条例

第31号）第14条第１項の規定に基づく使用料の

うち、鳥取県立布勢総合運動公園及び鳥取県立

東郷湖羽合臨海公園（燕趙園を除く。）の集会、

展示会その他これらに類する催しに係るもの

（ふさわしい行事を行う場合に限る。） 

 

 

 

 

(３) 鳥取県都市公園条例第８条第１項の規定に

基づく利用料金のうち、次に掲げる施設の利用

に係るもの 

ア 鳥取県立布勢総合運動公園の陸上競技場

（トレーニングルームを除く。）、野球場、球

技場、補助競技場、鳥取県民体育館（トレー

ニングルームを除く。）及び多目的広場並びに

鳥取県立東郷湖羽合臨海公園のあやめ池スポ

ーツセンター（トレーニングルームを除く。）

、東郷湖カヌーセンター（カヌー艇庫を除

く。）及び屋根のある多目的広場（専用利用の

場合にあっては、ふさわしい行事を行うとき

に限る。） 

イ・ウ 略 

(４)～(７) 略 

 

附 則 

この規則は、令和６年４月１日から施行する。 
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鳥取県個人情報の保護に関する法律等施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和６年３月29日 

鳥取県知事 平 井 伸 治   

鳥取県規則第15号 

鳥取県個人情報の保護に関する法律等施行規則の一部を改正する規則 

 

 鳥取県個人情報の保護に関する法律等施行規則（令和５年鳥取県規則第６号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

    

（開示の請求等に係る手数料の減免） 

第12条 略 

２ 略 

３ 代金引換以外の方法で写しを送付する場合の手

数料の額は、条例別表の写しの送付に係る手数料

の項に定める額から350円を減じた額とする。 

４ 略 

（開示の請求等に係る手数料の減免） 

第12条 略 

２ 略 

３ 代金引換以外の方法で写しを送付する場合の手

数料の額は、条例別表の写しの送付に係る手数料

の項に定める額から330円を減じた額とする。 

４ 略 

    

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 鳥取県立産業人材育成センター条例及び鳥取県個人情報保護条例の一部を改正する条例（令和５年鳥取県条

例第56号）附則第２項の規定によりなお従前の例によるものとされる保有個人情報の開示請求に係る保有個人

情報が記録されている文書、図画又は電磁的記録の写しの送付に係る手数料の額については、改正後の鳥取県

個人情報の保護に関する法律等施行規則第12条第３項の規定にかかわらず、なお従前の例による。 
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鳥取県立むきばんだ史跡公園管理規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

令和６年３月29日 

                               鳥取県知事 平  井  伸  治 

鳥取県規則第16号 

   鳥取県立むきばんだ史跡公園管理規則の一部を改正する規則 

 

鳥取県立むきばんだ史跡公園管理規則（平成31年鳥取県規則第21号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線及び太枠で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

 

（利用許可の申請） 

第２条 条例第10条第１項の許可を受けようとする

者は、指定管理者（条例第５条に規定する指定管

理者をいう。以下同じ。）の定める申請書を指定

管理者に提出しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

（施設設備の損傷等の届出） 

第３条 史跡公園の施設設備又は展示物その他の資

料を毀損し、又は汚損した者は、直ちにその旨を

指定管理者に届け出て、その指示を受けなければ

ならない。 

 

（委任） 

第４条 この規則に定めるもののほか、史跡公園の

管理に関し必要な事項は、鳥取県公の施設におけ

る指定管理者の指定手続等に関する条例（平成16

年鳥取県条例第67号）第８条に規定する協定で定

めるところにより、指定管理者が定めるものとす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（利用許可の申請） 

第２条 条例第10条第１項の許可を受けようとする

者は、様式第１号による申請書を所長に提出しな

ければならない。 

 

 

（行為許可の申請） 

第３条 条例第14条第１項第３号又は第６号の許可

を受けようとする者は、様式第２号又は様式第３

号による申請書を所長に提出しなければならな

い。 

 

（施設設備の損傷等の届出） 

第４条 史跡公園に設置された施設設備又は展示物

その他の資料を毀損し、又は汚損した者は、直ち

にその旨を所長に届け出て、その指示を受けなけ

ればならない。 

 

（委任） 

第５条 この規則に定めるもののほか、史跡公園の

管理に関し必要な事項は、別に定める。 

 

 

 

 

様式第１号（第２条関係） 

（表面） 

鳥取県立むきばんだ史跡公園施設利用許可申請書

 職 氏  名 様 

年  月  日

申請者 

住所 

氏名       印 

 （法人にあっては、所

在地並びに名称及び代
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表者の氏名） 

電話番号 

担当者名 

 鳥取県立むきばんだ史跡公園の施設を次のとお

り利用することについて、許可を申請します。 

利用しようとす

る 施 設 の 名 称

体験学習室１ ・ 体験学習室

２ ・ 屋外展示施設 

利 用 目 的

利 用 面 積

利 用 期 間

 

年 月 日 時 分から 

年 月 日 時 分まで 

集 合 予 定 人 員

減免申請の有無 有   無 

冷暖房使用の有無 有   無 

その他参考とな

る べ き 事 項

注 

１ 氏名を自署する場合には、押印を省略する

ことができる。 

２ 利用しようとする施設の名称を○で囲むこ

と。 

（裏面） 

□ 公の秩序を乱し、又は善良の風俗を害するお

それがないこと。 

□ 史跡公園の施設設備を毀損し、若しくは汚損

し、又はそのおそれがないこと。 

□ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する

法律第２条第２号に規定する暴力団の利益にな

る利用ではないこと。 

□ 利用に当たっては、鳥取県立むきばんだ史跡

公園の設置及び管理に関する条例第14条の規定

を遵守すること。 

 

 上記のとおり相違ないことを誓約します。 

注 

１ 該当する□にレ印を記入すること。 

２ 鳥取県立むきばんだ史跡公園の設置及び管

理に関する条例第10条第２項第３号の該当の

有無について必要に応じ鳥取県警察本部に照

会することがある。 

 

様式第２号（第３条関係） 

（表面） 

鳥取県立むきばんだ史跡公園内行為許可申請書 
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 職 氏  名 様 

年  月  日

申請者 

住所 

氏名      印 

（法人にあっては、

所在地並びに名称及

び代表者の氏名） 

電話番号 

担当者名 

 鳥取県立むきばんだ史跡公園において次の行為

を行うことについて、許可を申請します。 

行 為 の 種 類 竹木の伐採 ・ 植物の採取

行 為 の 目 的

行 為 の 場 所

行為の着手及び

完 了 予 定

年 月 日 時 分から 

年 月 日 時 分まで 

行為の施行工法

その他参考とな

る べ き 事 項

注 

１ 申請者の氏名を自署する場合には、押印を

省略することができる。 

２ 許可を受けたい行為の種類を○で囲むこ

と。 

（裏面） 

□ 公の秩序を乱し、又は善良の風俗を害するお

それがないこと。 

□ 史跡公園の施設設備を毀損し、若しくは汚損

し、又はそのおそれがないこと。 

□ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する

法律第２条第２号に規定する暴力団の利益にな

る利用ではないこと。 

□ 利用に当たっては、鳥取県立むきばんだ史跡

公園の設置及び管理に関する条例第14条の規定

を遵守すること。 

 

 上記のとおり相違ないことを誓約します。 

注 

１ 該当する□にレ印を記入すること。 

２ 鳥取県立むきばんだ史跡公園の設置及び管

理に関する条例第10条第２項第３号の該当の

有無について必要に応じ鳥取県警察本部に照

会することがある。 
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様式第３号（第３条関係） 

（表面） 

鳥取県立むきばんだ史跡公園内物品販売許可申請書

 職 氏  名 様 

年  月  日

申請者 

住所 

氏名       印 

（法人にあっては、所

在地並びに名称及び代

表者の氏名） 

電話番号 

担当者名 

 鳥取県立むきばんだ史跡公園において次のとお

り物品を販売することについて、許可を申請しま

す。 

販 売 の 目 的

販 売 す る 物 品

販 売 す る 場 所

販 売 す る 期 間

 

年 月 日 時 分から 

年 月 日 時 分まで 

その他参考とな

る べ き 事 項

注 申請者の氏名を自署する場合には、押印を省

略することができる。 

（裏面） 

□ 公の秩序を乱し、又は善良の風俗を害するお

それがないこと。 

□ 史跡公園の施設設備を毀損し、若しくは汚損

し、又はそのおそれがないこと。 

□ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する

法律第２条第２号に規定する暴力団の利益にな

る利用ではないこと。 

□ 利用に当たっては、鳥取県立むきばんだ史跡

公園の設置及び管理に関する条例第14条の規定

を遵守すること。 

 

上記のとおり相違ないことを誓約します。 

注 

１ 該当する□にレ印を記入すること。 

２ 鳥取県立むきばんだ史跡公園の設置及び管

理に関する条例第10条第２項第３号の該当の

有無について必要に応じ鳥取県警察本部に照
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会することがある。 

附 則 

この規則は、令和６年４月１日から施行する。 

 


